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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 139,519 117,197 110,727 148,307 156,588

経常利益 (百万円) 1,068 2,127 2,537 4,080 3,234

当期純利益 (百万円) 548 1,051 1,198 2,353 1,922

純資産額 (百万円) 16,619 18,067 23,031 23,618 21,889

総資産額 (百万円) 61,300 60,212 71,559 89,061 83,290

１株当たり純資産額 (円) 195.45 212.22 271.31 278.22 257.78

１株当たり当期純利益金額 (円) 6.14 11.68 13.94 27.75 22.67

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.1 30.0 32.2 26.5 26.2

自己資本利益率 (％) 3.5 6.1 5.8 10.1 8.5

株価収益率 (倍) 33.2 21.8 22.0 15.6 9.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,610 1,423 135 3,637 △193

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 593 574 1,010 213 △1,825

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,028 △2,134 △817 △535 △520

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 6,331 6,213 6,626 10,032 7,556

従業員数 (人) 373 364 537 543 574

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高
(百万

円)
138,778 116,291 104,413 140,914 148,182

経常利益
(百万

円)
1,100 2,104 1,955 3,370 2,432

当期純利益
(百万

円)
601 948 1,046 1,906 1,377

資本金
(百万

円)
6,728 6,728 6,728 6,728 6,728

発行済株式総数 (千株) 85,103 85,103 85,103 85,103 85,103

純資産額
(百万

円)
16,259 17,584 22,355 22,383 20,051

総資産額
(百万

円)
60,766 59,359 68,226 85,037 78,882

１株当たり純資産額 (円) 190.96 206.28 263.16 263.59 236.21

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
5.00

(―)

5.00

(―)

5.00

(―)

6.00

(―)

7.00

(―)

１株当たり当期純利益金

額

(円) 6.77 10.49 12.31 22.44 16.23

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金

額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.8 29.6 32.8 26.3 25.4

自己資本利益率 (％) 4.0 5.6 5.2 8.5 6.5

株価収益率 (倍) 30.1 24.3 24.9 19.3 12.5

配当性向 (％) 73.9 47.7 40.6 26.7 43.1

従業員数 (人) 336 328 315 322 337

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　平成20年３月期の１株当たり配当額７円は、創立60周年記念配当１円を含んでおります。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

４　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。
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２ 【沿革】

 

昭和22年10月旧三菱商事株式会社が昭和22年７月連合国最高司令官の覚書により解体を命ぜられると

同時に、同社の西日本地区機械部門関係者が中核となり北九州市門司区に資本金195千円

にて設立

昭和22年～

昭和26年

長崎、福岡、広島、大阪、東京および高松に相次いで支店を開設

昭和29年10月ドイツ(デュッセルドルフ)に海外事務所を開設

昭和30年11月室蘭に出張所を開設

昭和34年８月名古屋に出張所を開設

昭和36年10月株式を東京証券取引所市場第一部に上場(資本金６億円)

昭和37年６月徳山に出張所を開設

昭和41年４月水島に出張所を開設

昭和42年５月福山に出張所を開設

昭和46年８月大分に出張所を開設

昭和49年１月ドイツ(デュッセルドルフ)に現地法人SEIKA SANGYO GmbH（現・連結子会社）を設立

昭和56年４月本社機構を改革し東京本社、北九州本社の２本社制をしく

昭和57年５月台湾(台北)に海外事務所を開設

昭和58年８月北九州本社業務を東京本社に移管し、北九州本店に北九州管理室を設置

昭和58年８月米国(ロサンゼルス)に海外事務所を開設

昭和58年11月宇部に支店を開設

昭和58年11月ドイツ(デュッセルドルフ)に現地法人TSURUMI(EUROPE)GmbH（現・連結子会社）を設立

昭和60年５月延岡に出張所を開設

平成２年12月本店を北九州市門司区から北九州市小倉北区へ移転

平成６年４月 米国(ロサンゼルス)に現地法人SEIKA MACHINERY, Inc.（現・連結子会社）を設立

平成６年８月 大阪支社を北区梅田から北区堂島浜へ移転

平成12年７月韓国(ソウル)に海外事務所を開設

平成13年４月札幌に支店を開設

平成13年７月中国(深?)に現地法人西華貿易（深?）有限公司を設立

平成13年８月本店を北九州市小倉北区から東京都千代田区に移転

平成14年９月中国(上海)に海外事務所を開設

平成16年１月中国（上海）に現地法人西曄貿易（上海）有限公司（現・連結子会社）を設立

平成16年７月東京にSoitec Asia株式会社を設立

平成17年４月　日本ダイヤバルブ株式会社（現・連結子会社）を全発行済株式取得により完全子会社化

平成18年４月　現地法人SEIKA MACHINERY, Inc.の支店を米国（アトランタ）に開設
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社および当社の関係会社）は西華産業株式会社（当社）、子会社9社および関連

会社5社により構成されており、事業は機械等卸売事業（各種産業分野の機械設備の販売、電子情報

システム機器設備の開発・販売等）、並びに機械等製造事業（各種産業分野の機械設備等の製造・

販売）に分かれ、これらに附帯する商品の販売・保守・サービス等を営んでおります。

事業内容と当社および関係会社の当該事業にかかる位置付けは、次のとおり2つの事業の種類別セ

グメント情報として記載しております。

事 業 部 門 の 名 称 主要な製品または商品 主要な会社

機 械

等 卸

売 事

業

電力
 発電設備、環境保全設備

およびそれらの関連機器

当社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般産業            

重化学工業用設備、飲料・食品機

械、繊維・プラスチック機械、環境

保全設備、その他産業用機械設備・

機器およびそれらの関連機器

当社

東西実業㈱

SEIKA SANGYO GmbH

TSURUMI (EUROPE) GmbH

AO MACHINERY SERVICE GmbH

SEIKA MACHINERY, INC. 

西曄貿易（上海）有限公司

西華貿易（深?）有限公司

電子・情報

エレクトロニクス関連機器、IT関連

システム

およびサービス等

当社

SEIKA SANGYO GmbH

SEIKA MACHINERY, INC. 

Soitec Asia㈱

                              　   

機　械　等　製　造　事　業 各種産業分野の機械設備等

日本ダイヤバルブ㈱

天津泰雅閥門有限公司

エステック㈱、市川燃料チップ㈱、

日本エゼクターエンジニアリング㈱

 

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

日本ダイヤバルブ㈱ 東京都品川区 96
バルブの製
造販売

100

当社が販売する各種
産業用バルブの一部
を製造しております。
役員の兼任等…無

SEIKA SANGYO GmbH
Duesseldorf,
Germany

千ユーロ

1,533

産業用機械
並びに電子
情報システ
ム機器の販
売

100

当社の欧州地域にお
ける販売・仕入拠点
であります。
役員の兼任等…無

TSURUMI(EUROPE)GmbH
Duesseldorf,
Germany

千ユーロ

550
水中ポンプ
の販売

95

当社から水中ポンプ
を仕入れ、欧州地域で
販売しております。
役員の兼任等…無

SEIKA MACHINERY,INC.
Los Angeles,
CA.,U.S.A

千米ドル

1,000

産業用機械
並びに電子
情報システ
ム機器の販
売

100

当社の北中米地域に
おける販売・仕入拠
点であります。
役員の兼任等…無

西曄貿易（上海）有限公司
上海市
中華人民共和国

千人民元

47,744

産業用機械
並びに合成
繊維製造用
原料の販売

100
当社の中国における
販売拠点であります。
役員の兼任等…有

(持分法適用関連会社)      

エステック㈱ 東京都中央区 160
各種運搬用
機械の製造
販売

45

当社が販売する各種
運搬用機械の一部を
製造しております。
役員の兼任等…無

市川燃料チップ㈱ 東京都江戸川区 40
木屑チップ
の製造、販売

28.50
[17.25]

当社に木屑チップの
販売を行っておりま
す。
役員の兼任等…無

(注) １　親会社はありません。

２　特定子会社に該当するものはありません。

３　有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

４　議決権の所有割合の［ ］内は、間接所有割合で内数であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現
在

部門区分
従業員数（人）

機械等卸売事業 機械等製造事業 合計

電力

 

一般産業

 

電子・情報

 

全社（共通）

55

 

214

 

56

 

55

―

 

171

 

―

 

23

55

 

385

 

56

 

78

合計 380 194 574

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへ

の出向者を含む就業人員数であります。

２　全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の部門に区分できない管理部門に所属しているもの

を記載しております。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現
在

従業員数(人) 平均年令(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

337 37.1 13.6 8,668,571

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与および時間外労働手当を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

西華産業労働組合は、全国商社労働組合連合会に加盟しており、会社と労働組合との間には特記す

べき事項はありません。

また、連結子会社については労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当期におけるわが国経済は、製造業のアジア・欧米向け輸出が好調に推移し、また、同時に設備

投資が堅調に進むなど、引き続き緩やかな成長を堅持しておりましたが、アメリカに端を発する

サブプライム問題の表面化による金融不安や、円高、原油高、原材料高等、景気を下振れさせる要

因が重なり、製造業を中心に収益環境の厳しさが強まるなど、景気先行きの不透明感は一段と高

まっております。

そのような経済環境の下、当社グループでは、主力の電力分野のみならず、一般産業分野におい

ても、発電設備やその他補修工事などの商談に注力し、また、従来より取り組んでおります中国

をはじめとしたアジアや欧米市場への海外商談に積極的に取り組んだ結果、当期の受注高は

1,652億円（前期比31.8%増）となり、売上高は1,565億円（前期比5.6%増）となりました。また、

営業利益は32億円（前期比11.0%減）、経常利益は32億円（前期比20.7%減）、当期純利益は19億

円（前期比18.3%減）となりました。

 

（2）セグメント別の状況

①機械等卸売事業

　　 当社グループの主体となる機械等卸売事業の状況は下記のとおりです。

（イ）電力分野は、既設設備の補修工事や部品更新などを主体に受注が進んだ結果、受注高は483

億円（前期比31.4%増）となりました。一方、売上高は大型設備の受渡が少なく、367億円

（前期比4.0%減）となりました。

（ロ）一般産業分野は、自家用発電設備での大型装置の受注が寄与し、受注高は1,013億円（前期

比39.2%増）と伸長致しました。また、売上高は大型設備の受渡が進んだことから、1,044億

円（前期比12.7%増）となりました。

（ハ）電子・情報分野は、国内液晶メーカー向け設備や、中国プリント基板メーカー向け設備の

継続受注により、受注高は103億円（前期比0.7%減）となりました。また、売上高は大型装

置並びに半導体基板の受渡が少なく99億円（前期比18.8%減）となりました。

②機械等製造事業

機械等製造事業の状況は、受注高が52億円（前期比2.9%減）、売上高が53億円（前期比5.8%

増）となりました。
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（3） キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前

連結会計年度末に比べ2,476百万円減少し7,556百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、営業活動により資金は、193百万円減少（前連結会計年度3,637百万円

の増加）しました。これは主に、税金等調整前当期純利益3,441百万円の計上等の資金の増加が

あったものの、たな卸資産の増加、営業取引に係る債権債務の増減並びに法人税等の支払等の資

金の減少があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、投資活動により資金は、1,825百万円減少（前連結会計年度213百万円

の増加）しました。これは主に、有価証券の売買、投資有価証券の取得並びに有形固定資産の取得

等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、財務活動により資金は、520百万円減少（前連結会計年度535百万円の

減少）しました。これは主に、配当金の支払等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

機械等製造事業 5,629 2.6

(注) １　上記記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２　上記記載の金額は、販売価格によっております。又、消費税等は含まれておりません。

３　上記機械等製造事業とは、連結子会社である日本ダイヤバルブ（株）が対象となります。

 

(2) 受注状況

当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
 

セグメント別 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

機

械

等

卸

売

事

業

電　　　 力 48,311 31.4 40,758 　39.6

一 般 産 業 101,321 39.2 61,664 　△4.9

電子・情報 10,300 △0.7 9,698 　　3.6

(環境保全設備)  (3,788)  (16.4) （1,353） (△71.4)

小　　　計 159,934 33.3 112,121 　　8.4

機械等製造事業 　5,299 △2.9 1,186 　△5.9

　    合　　　計 165,233 31.8 113,307 　　8.3

(注) １　環境保全設備の金額並びに前期比欄の(　)内は、内数を示しております。

２　上記記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

３　上記記載の金額は、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメント別 金額(百万円) 前期比(％)

機械等卸売事業

電 力 36,750 △4.0

一 般 産 業 104,499  12.7

電子・情報 9,964 △18.8

(環境保全設備)   (7,161) (100.5)

小　　　計 151,214   5.6

機械等製造事業 5,374   5.8

合　　　計 156,588   5.6

(注) １　環境保全設備の金額並びに構成比欄の(　)内は、内数を示しております。

２　上記記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

３　上記記載の金額は、消費税等は含まれておりません。
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(4) 最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合

は

次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

相手先 金額(百万円) 割合(％) 相手先 金額(百万円) 割合(％)

― ― ―
川崎天然ガス
発電（株）

17,859 11.4

(注) １上記記載の金額は、消費税等は含まれておりません。

　　　　　　　　　２前連結会計年度はその割合が10%を超えないため、その記載を省略しております。

 

 

３ 【対処すべき課題】

当社グループの方針として、「事業領域の拡大、経営機能の充実、社員の能力向上を継続的に図

り、業績の拡大と成長を実現する」を掲げ、中核事業の強化と新しい収益源の開発を重点課題に

機械総合商社としての地位を向上させ、長期的な事業基盤作りを実行してまいります。

当社グループの対処すべき課題としましては、

 

(1) 国内営業力の強化

国内分野では、当社グループの主力顧客である電力、石油、鉄鋼、化学、造船、食品、印刷、電子

・電機等業種への更なる深耕と業績拡大に努めます。今後もこれらの分野において揺るぎの

ない収益基盤を維持、発展させることを重要課題とし、創意工夫を図ることで付加価値のあ

る質の高い営業活動を行なってまいります。

 

(2) 海外営業展開の推進

当社グループの更なるグローバル化を目指し、中国を始めとするアジア地区で繊維、化学、電

子、電機産業を中心とする営業活動および新たな拠点進出も含めた事業展開を図ってまいり

ます。また欧米地域では電子部品産業を中心とする営業活動に積極的に取り組んでまいりま

す。

 

(3) グループ会社との相互協力

グループ会社とは相互協力をより一層強化し、当社グループ全体の規模拡大と業績の向上を

目指してまいります。

 

(4) 新規事業の開発

当社グループの事業領域の多様化と業績の拡大を目指し、新しい収益源の開発を優先課題と

して取り組んでまいります。そのために「新事業推進室」を設置し、体制を強化して積極的

な推進を行なってまいります。
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また市場のニーズ、トレンド、変化を的確に捉え、必要とされる商品やサービスの提供に取り

組んでまいります。

(5) 環境マネジメントシステムの構築

当社では平成17年６月に取得した環境マネジメントシステムＩＳＯ１４００１に基づき、

環境配慮型商品の販売を中心に、環境問題に対してより積極的に取り組んでまいります。

 

(6) 内部統制システムの整備

内部統制システムの構築については基本方針に基づき、全社的な業務の有効性と効率性の向

上、財務報告の信頼性の確保、コンプライアンスに基づく社会的責任（ＣＳＲ）を追求して

まいります。また「内部統制室」を設置し、金融商品取引法への対応を強化してまいります。

 

 

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要　　

な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、平成20年３月期末現在において当社グループが判断した

ものです。

 

(1) 国内営業展開

当社グループの主要顧客である電力、石油、化学等の分野においては、原油や原材料等資源価

格の高騰や国内外の景気動向によって、設備投資、保守点検工事等の規模が縮小、若しくは抑

制されることもあり、その規模、内容によっては当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼ

す可能性があります。

　　　　

(2) 海外営業展開　

　　　　 当社グループが展開している欧米並びにアジア市場での販売活動には以下に掲げるいくつかの

リスクが内在しております。

①　予期しない経済要因の変化

②　予期しない法律または規制の変更

③　テロ、戦争、その他の要因による社会的混乱

これらの事象は当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 投資有価証券の価格変動　

　　　　 当社グループでは、財務の安全性と収益の向上を図るために資産リストラを推進しております

が、平成20年３月期末現在において総資産の13.1％に相当する投資有価証券を保有しており

ま

す。これらの大半は時価のある有価証券であることから、これら有価証券の価格変動が当社グ

ループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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(4) 為替変動の影響

当社グループは、従来からの欧米を中心とした輸出入取引に加え、中国を中心としたアジア地

域において積極的に営業を推進しておりますが、決済通貨が外貨建てのものについては先物

為替予約等を行うことによりヘッジを行っておりますので、表面的な為替リスクはほとんど

ありません。 しかしながら、価格交渉の段階おいて為替変動の影響は避けられず、極端な為替

変動が生じた場合には、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 特定の取引先・製品・技術等への依存

　　　 当社グループは、創業以来三菱重工業（株）と密接な関係にあり、特に同社の代理店としての

製品販売及びそれに伴うサービスの提供は当社事業の中核のひとつであります。永年に亘る

同　　　　

社との取引関係および実績は安定したものですが、同社との取引関係に変更が生じ、取引実績

が大幅に縮小するようなことがあれば、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(6) 事業投資

当社は事業の発展を図るため、新規および既存のグループ会社等への投資を行ってまいりま

した。投資を行う際には、関係部署において十分な審議を重ね、最終的に取締役会での承認を

得た案件についてのみ実施しておりますが、投資先の業績および企業価値が低下した場合、当

社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　　　

(7) 重要な訴訟事件などの発生に係るもの

当社は、現時点において中国基板メーカーより中国で基板製造代金およびそれに係る金利、税

金等の支払いにつき提訴されております。訴訟当事者適格並びに代金額につき見解の相違が

あり、当社としては、今後裁判を通じて明確にして行く所存であります。裁判の結果によって

は、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループ取扱製品について、第三者の知的財産権を侵害するか否かにつき、全ての取扱製

品にわたって確認することは不可能であることから、今後第三者より知的財産権侵害を理由

として損害賠償請求をうける可能性がありますが、当社グループが損害賠償を負担せざるを

得なくなった場合は、業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

 

５ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループの機械等製造事業における日本ダイヤバルブ（株）の研究開発活動は、ダイヤフラム

弁・ボール弁・バタフライ弁を主体とするメーカーとして、新製品開発及び改良による競争力の維

持に努めており、当連結会計年度における研究開発費の総額は113百万円であります。

 

 

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ5,771百万円（6.5％）減少し、83,290百

万円となりました。主な減少は、投資有価証券の減少5,295百万円であります。

当連結会計年度末の負債の合計は前連結会計年度末に比べ4,041百万円（6.2％）減少し、61,401

百万円となりました。主な減少は、支払手形及び買掛金の減少1,492百万円並びに繰延税金負債

（固定負債）の減少2,133百万円であります。

当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末に比べ1,729百万円（7.3％）減少し、21,889百

万円となりました。主な減少は、その他有価証券評価差額金の減少3,201百万円であり、一方、主な

増加は、当期純利益1,922百万円であります。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の26.5％から26.2％となりました。

なお、キャッシュ・フローの概況につきましては、１　業績等の概要（3）キャッシュ・フローの

状況に記載しております。

 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、主力の電力分野のみならず、一般産業分野におい

ても、発電設備やその他補修工事などの商談に注力し、また、従来より取り組んでおります中国を

はじめとしたアジアや欧米市場への海外商談に積極的に取り組んだ結果、当期の受注高は1,652

億円（前期比31.8%増）となり、売上高は1,565億円（前期比5.6%増）となりました。また、売上総

利益は126億円（前期比1.4%減）、営業利益は32億円（前期比11.0%減）、経常利益は32億円（前

期比20.7%減）、当期純利益は19億円（前期比18.3%減）となりました。

 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループを取り巻く事業環境は、国内製造業の収益を圧迫する円高や原油高などのリスクが

更に強まっており、また、米国経済の景気を大きく減速させたサブプライム問題は、世界経済にま

で影響を及ぼす情勢にあり、中国やインドなどに牽引されていた輸出の拡大が弱まることも懸念

され、当社グループを取り巻く環境は厳しさを増しております。

 

(4) 戦略的現状と見通し

平成20年４月にスタート致しました中期経営計画「ＮＳプラン２００８」では、発電設備および

産業機械の販売を中心とする「中核事業の強化」と、「新しい収益源の開発」を全体戦略として

掲げております。新しい収益源の開発では、新規事業の開拓、海外取引の拡大によるグローバル
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化、付加価値の高い新製品の取り扱いなどを積極的に推進してまいります。

これらの戦略を確実に実施していくことで、事業の多様化と更なる拡大を目指し、安定的な収益

構造の確立を目指してまいります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

特記事項はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年3月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別

セグメントの名
称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(人)建物及び

構築物
器具備品 機械装置

土地
(面積㎡)

合計

本社
(東京都千代田
区)

機械等
卸売事業

事務所設

備
17,393121,259― ― 138,652159

大阪支社
(大阪市)

機械等
卸売事業

事務所設

備
552 3,607― ― 4,15965

高松支店
(高松市)

機械等
卸売事業

事務所設

備
― 916 ― ― 916 13

広島支店
(広島市)

機械等
卸売事業

事務所設

備
117 427 ― ― 544 13

福岡支店
(福岡市)

機械等
卸売事業

事務所設

備
132 14,524― ― 14,65618

長崎支店
(長崎市)

機械等
卸売事業

事務所設

備
1,113 803 ― ― 1,91615

独身寮
(東京都杉並区)

共通
その他設

備
100,492 428 ―

2,494
(202)

103,414―

 

 

事業所名
(所在地)

事業の種類別

セグメントの名
称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(人)建物及び

構築物
器具備品 機械装置

土地
(面積㎡)

合計

上尾土地および建
物
(上尾市)

(注)１

共通
賃貸用設

備
77,707 0 ―

605,283
(8,460)

682,990―

電話設備
(注)２

機械等
卸売事業

賃貸用設

備
― 8,127― ― 8,127―
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Intra Mart Plaza
(注)３

機械等
卸売事業

賃貸用設

備
― 33,180― ― 33,180―

リース資産
(注)４

機械等
卸売事業

賃貸用設

備
― 567,406― ― 567,406―

(注) １　㈱イシタカ、富士ハウス㈱および㈱福祉の街へ工場および事務所建家を賃貸、ＮＴＴドコモ㈱および

オリックス自動車㈱へ土地を一部賃貸

２　ＪＦＥスチール㈱その他へ賃貸

３　日本ＮＣＲ㈱その他へ賃貸

４　九州電力㈱その他へ賃貸

 

 (2)国内子会社

事業所名
(所在地)

事業の種類別

セグメントの名
称

設備の内容

帳簿価額(千円)
 
従業
員数
(人)
 

建物及び
構築物

器具備品 機械装置
土地
(面積㎡)

合計

日本ダイヤ
バルブ（株）
（東京都品川区）

機械等
製造事業

事務所及
び
工場設備

134,326114,72686,967― 336,021194

 

 (3) 在外子会社

 

事業所名
(所在地)

事業の種類別

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(人)建物及び

構築物
器具備品 機械装置

土地
(面積㎡)

合計

SEIKA SANGYO GmbH
(Duesseldorf,
Germany)

機械等
卸売事業

事務所設

備
9,4955,618― ― 15,114

14
(11)

TSURUMI(EUROPE)GmbH(Dues
seldorf,
Germany)

機械等
卸売事業

事務所設

備
― 　36,823― ― 36,823

13
(13)

SEIKA MACHINERY,INC.
(Los Angeles,CA, U.S.A.)

機械等
卸売事業

事務所設

備
― 46,613― ― 46,613

12
(9)

西曄貿易（上海）
有限公司
(上海市,
中華人民共和国)

機械等
卸売事業

事務所設備 ― 10,321― ― 10,321
4
(0)

西華貿易（深?）
有限公司
(深?市,
中華人民共和国)

機械等
卸売事業

事務所設備 ― 761 ― ― 761
5
（5)

(注)　従業員数の(　)内は、現地社員数(内数)を示しております。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

特記事項はありません。

 

EDINET提出書類

西華産業株式会社(E02512)

有価証券報告書

 18/114



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 188,529,000

計 188,529,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年3月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年6月30日)

上場金融商品取引
所

名又は登録認可金
融

商品取引業協会名

内容

普通株式 85,103,25285,103,252
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 85,103,25285,103,252― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減
額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成12年4月１日
～

平成13年3月31日
(注)2

△3,000,00085,103,252― 6,728 ― 2,096

(注) 1　平成13年4月１日～平成20年6月30日の期間、発行済株式総数、資本金等の増減はありません。

2　利益による株式の買入消却による減少

 

EDINET提出書類

西華産業株式会社(E02512)

有価証券報告書

 19/114



(5) 【所有者別状況】

平成20年3月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)金融機関

金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

35 57 117 66 3 13,23713,515 ―

所有株式
数
(単元)

16,1721,70117,8883,288 7 45,29284,348755,252

所有株式
数
の 割 合
(％)

19.18 2.02 21.21 3.90 0.01 53.68 100 ―

(注) １　自己株式215,545株は「個人その他」に215単元および「単元未満株式の状況」に545株を含めて記載し

ております。なお、自己株式215,545株は株主名簿記載上の株式数であり、平成20年3月31日現在の実質

的な所有株式数は214,545株であります。

２　上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、９単元含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】

平成20年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱重工業株式会社 東京都港区港南二丁目16番5号 4,131 4.85

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 2,765 3.24

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社　信託口

東京都港区浜松町二丁目11番3号 1,899 2.23

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町四丁目2番36号 1,764 2.07

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社　信託口

東京都中央区晴海一丁目8番11号 1,738 2.04

日機装株式会社 東京都渋谷区恵比寿三丁目43番2号 1,593 1.87

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目7番3号 1,432 1.68

株式会社鶴見製作所 大阪府大阪市鶴見区鶴見四丁目16番40号 1,335 1.56

三菱化工機株式会社 神奈川県川崎市川崎区大川町2番1号 1,252 1.47

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1丁目1番2号 1,171 1.37

計 ― 19,082 22.42
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
―

権利内容に何ら限定のない

普通株式 214,000
当社における標準となる株
式

(相互保有株式)
― 同上

普通株式 280,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 83,854,000 83,854 同上

単元未満株式 普通株式 755,252 ― 同上

発行済株式総数 85,103,252― ―

総株主の議決権 ― 83,854 ―

 (注)１　「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株(議決権９

個)および当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式が545株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成20年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
西華産業㈱

東京都千代田区丸の内
三丁目３番１号

214,000― 214,000 0.25

(相互保有株式)
エステック㈱

東京都中央区日本橋
三丁目４番13号

160,000― 160,000 0.19

市川燃料チップ㈱
東京都江戸川区平井
三丁目23番17号

120,000― 120,000 0.14

計 ― 494,000― 494,000 0.58

 

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 　会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 34,855 12,132,437

当期間における取得自己株式 2,200 502,733

　　（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの

単元未満株式の買取請求による株式数は含まれておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
― ― ― ―

その他（買増請求による売却） 6,162 1,378,147 488 112,160

保有自己株式数 214,545 ― 216,257 ―

　　（注）１　当期間における「その他（買増請求による売却）」には、平成20年６月１日からこの有価証券
　　　　  報告書提出日までの単元未満株式の買増請求による株式数は含まれておりません。

　　　　  ２   当期間における保有自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの

単元未満株式の買取請求及び買増請求による株式数は含まれておりません。

 

３ 【配当政策】

当社は、営業・財務両面にわたる効率的な業務運営による経営基盤の強化を図りながら、株主に

対する安定した利益還元の実施を経営の基本方針としております。

剰余金の配当については、期末配当を１回行うことを基本としております。ただし、当社は、「取

締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款

に定めております。

上記基本方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、普通配当６円に創立60周年記念配当

１円を加え、７円を実施いたしました。

なお、内部留保金につきましては新分野への新規投資や、企業体質を強化するための資金として

効率的に活用してまいります。
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なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成20年６月27日
定時株主総会決議

594 ７

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 241 284 339 457 475

最低(円) 138 161 222 232 181

(注)　株価は東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 336 313 290 232 235 220

最低(円) 292 255 241 181 204 190

(注)　株価は東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

代表取締役

取締役社長
 兵　頭　富　雄 昭和22年12月31日生

昭和45年４月

平成８年４月

 

平成12年４月

 

平成13年６月

 

平成15年６月

 

平成19年４月

当社入社

当社電子情報産業本部

工業機器部長

当社電子情報産業本部長代理

兼工業機器部長

当社取締役　電子情報産業副本部長

兼電子機器部長

当社常務取締役　

電子情報営業本部長

当社取締役社長（現職）

（注）3 40

代表取締役

常務取締役

管理本部長
兼関係会社統

括
室長

西　　 裕 　康昭和24年９月20日生

昭和47年４月

平成11年10月

平成15年４月

 

平成18年４月

平成18年６月

平成19年４月

 

当社入社

当社水島支店長

当社電子情報営業本部

応用機器部長

当社執行役員　管理本部長

当社取締役　管理本部長

当社常務取締役　管理本部長

兼関係会社統括室長（現職）

（注）3 25

常務取締役
営業統括
本部長

立　山　健　治 昭和22年６月20日生

昭和45年４月

平成13年４月

平成15年４月

平成17年４月

 

平成19年４月

平成19年６月

当社入社

当社広島支店長

当社執行役員　広島支店長

当社執行役員　中国営業本部長

兼広島支店長

当社執行役員　営業統括本部長

当社常務取締役　営業統括本部長

（現職）

（注）3 15

取締役
東京営業第一
本部長

渡 辺  賢 四 
郎

昭和25年１月24日生

昭和47年４月

平成12年２月

平成17年４月

平成19年４月

平成19年６月

当社入社

当社山口支店長

当社東京営業第一本部長

当社執行役員　東京営業第一本部長

当社取締役　東京営業第一本部長

（現職）

（注）3 21

取締役 経営企画室長 大   谷 　　豊昭和23年10月19日生

昭和48年４月

平成11年４月

 

平成16年４月

 

平成17年４月

 

平成18年４月

 

平成19年４月

平成19年６月

当社入社

当社大阪機械第二本部　

営業第一部長

当社海外ビジネス推進部長

兼台北支店長

当社業務部長　

兼海外ビジネス推進部長

当社営業統括本部副本部長

兼業務部長

当社執行役員　経営企画室長

当社取締役　経営企画室長（現職）

（注）3 24

[主要な兼職]

　　西曄貿易（上海）有限公司董事長

取締役

大阪支社長

兼大阪営業第

一本部長

三　吉　隆　夫 昭和25年５月１日生

昭和48年４月

平成12年４月

 

平成16年４月

平成17年４月

 

平成19年４月

 

平成19年６月

 

平成20年４月

当社入社

当社大阪機械第一本部

営業第一部長

当社大阪営業第一本部　電力部長

当社大阪営業第一本部副本部長

兼電力部長

当社執行役員　大阪営業第一本部長

兼電力部長

当社取締役　大阪営業第一本部長

兼電力部長

当社取締役　大阪支社長

兼大阪営業第一本部長（現職）

（注）3 8

EDINET提出書類

西華産業株式会社(E02512)

有価証券報告書

 24/114



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役

営業統括本部
副本部長
兼新事業推進

室長

薦　田　和　隆
昭和26年９月13日

生

昭和49年４月

平成13年４月

平成17年４月

平成19年４月

 

平成19年６月

平成20年４月

 

当社入社

当社業務部長

当社高松支店長

当社執行役員　

営業統括本部副本部長

当社取締役　営業統括本部副本部長

当社取締役　営業統括本部副本部長

兼新事業推進室長（現職）

（注）3 13

[主要な兼職]

　　Soitec　Asia株式会社代表取締役

取締役
営業統括本部
プラント統括

部長
普　門　貞　二

昭和23年５月19日
生

昭和46年４月

平成19年６月

 

三菱重工業株式会社入社

当社入社　

当社取締役

営業統括本部プラント統括部長

（現職）

（注）3 11

常勤監査役  土　井　正　洋
昭和24年10月27日

生

昭和50年４月

平成15年４月

 

平成20年４月

平成20年６月

当社入社

当社東京営業第一本部

営業第二部長

当社管理本部長付

当社監査役（現職）

（注）5 18

監査役  新　保　昌　信
昭和19年２月８日

生

昭和45年４月

 

昭和55年８月

平成13年６月

プライスウォーターハウス

会計事務所入所

新保公認会計士事務所開業

当社監査役(現職)

（注）5 11

監査役  西　 田 　　烈
昭和19年２月14日

生

平成３年７月

平成12年７月

平成13年７月

平成14年７月

平成14年８月

平成18年６月

蒲田税務署副署長

東京国税局調査第三部次長

横浜中税務署長

辞職

税理士登録

当社監査役（現職）

（注）4 3

監査役  松　田　隆　次
昭和30年４月30日

生

昭和61年４月

昭和63年１月

平成４年７月

平成20年６月

弁護士および公認会計士登録

三宅・山崎法律事務所入所

松田法律事務所開設

当社監査役（現職）

（注）5 ―

計 195

(注)　1.監査役新保昌信、西田烈および松田隆次は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　2.所有株式数には、西華産業役員持株会における各自の持分を含めた実質持株数を記載しております。

なお、提出日現在(平成20年6月30日)の持株会による取得株式数は、確認が出来ないため、平成20年3月末

現在の実質持株数を記載しております。

3.取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

4.監査役西田烈の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

5.監査役西田烈以外の監査役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

長期にわたって、当社の企業価値を守りかつ着実に増大させていくためには、事業発展のみなら

ず、経営の健全性と透明性、環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる経営体制の維持向上並びに

明確なガバナンスが確立されていることが必要であります。すなわち、経営に対する株主の監督

機能が適切に発揮され、また、執行者による業務執行の過程が透明で合理的・効率的でかつ遵法

であることが必要不可欠であり、そのためのコーポレート・ガバナンスの強化は当社にとって、

経営の最重要課題のひとつであると認識しております。

 

(2)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等　

①　会社の機関の基本説明　

当社は、経営の意思決定の迅速化および経営責任組織の所在明確化のために執行役員制度を

導入しております。また、経済情勢の変化に対応した機動的な経営を行うため、会社法第165

条第2項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得する

ことができる旨を定款で定めております。当社は、取締役は11名以内とする旨を定款で定め

ており、平成20年６月30日現在、取締役会は取締役８名で構成され、うち１名は社外出身者で

あります。当社の定款では取締役の選任決議は議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、解任決議は、議決

権を行使できる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行なうものと定めております。取締役会は代表取締役を選定し、その代表取締役は適

宜、代表取締役会を開催しております。この代表取締役会が決定する事項を審議するため、月

２回以上、経営企画室長、管理本部長、営業統括本部長、関係会社統括室長並びに、代表取締役

が任命するもので構成する諮問機関である経営会議を設けました。また、取締役会は、執行役

員11名(取締役兼務を含む)を選任し、業務執行機能を強化するとともに代表取締役会が付議

する事項およびその他会社の業務執行に関する事項の審議を行っております。また、監査役

制度を採用しており、監査役会は、監査役４名のうち、３名が社外監査役であります。なお、社

外監査役とは、金500万円と法令の定める最低責任限度額とのいずれか高い額を限度額とし

た責任限定契約を締結しております。会計監査人は明光監査法人に委嘱し、顧問弁護士とし

て３弁護士事務所と顧問契約を結んでおり、必要に応じてアドバイスを受けております。な

お、会計監査人とは、金6,000万円と法令の定める最低責任限度額とのいずれか高い額を限度

額とした責任限定契約を締結しております。
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②　会社の機関・内部統制の関係図

 

 

③内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムとしましては、平成18年５月８日の取締役会にて「内部統制システ

ムの基本方針」を決議し、更に反社会的勢力の排除に向けた基本的な方針および整備状況を

反映させるために平成20年４月24日にその旨を追加し、以下の通り決議いたしました。

 

（内部統制システムの基本方針）

１．内部統制システムに関する経営姿勢

当社は「監査役会設置会社」であり、業務の有効性、効率性、財務報告の信頼性、コンプラ

イアンスの確保を目的としたコーポレート・ガバナンスを構築し、経営を行なってまいり

ます。

 

２．取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

当社はコンプライアンスの確保と明確なガバナンスが確立されていること、すなわち、取

締役会による経営の意思決定、経営に対する株主の監督機能が適切に発揮され、また、執行

者による業務執行の過程が透明で合理的・効率的でかつ遵法であることは必要不可欠と

考え、コーポレート・ガバナンスの強化につとめてまいります。また、役員を含めた社員の

行動基準を定めた「コンプライアンスマニュアル」の一層の整備をするとともに、コンプ

ライアンス室機能の強化を目指し、法令遵守はもとより倫理観を培い危機対応に備えてま

いります。このコンプライアンス室は独立した組織であり、取締役・使用人のコンプライ

アンス違反行為が行われた際は、内部通報システムの活用を図ります。また、内部監査規定
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に基づいた内部監査を行ない、会計上、業務上、効率性・経済性、遵法性等の監査を徹底し

てまいります。

当社コンプライアンスマニュアルでは「反社会的勢力への利益供与の禁止」として、「市

民生活の秩序や安全に対し脅威を与え、経済活動に障害となる反社会的な活動や勢力とは

対決し、関係を一切持ってはならない。」と定めております。接触を受けた場合には所轄部

門を通じて弁護士、警察等のしかるべき機関とも連携し、組織的に対応してまいります。

 

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　　　当社は、取締役の職務の執行に係る情報について法令・社内規定に基づき文書等の保存を行な

います。また、情報の管理についてはITに係る様々なネットワーク規定の強化、情報のセ

キュリティ機能に関するガイドライン、個人情報保護法に関する基本方針に従って対応し

てまいります。

 

４．損失の危機の管理に関する規定その他の体制

当社の業務上のリスクには、事業戦略、情報管理、環境、自然災害などの様々な面における

ものがあり、これらのリスクの分析・評価・管理を行なうために社内規定やマニュアルを

定め、事業・案件ごとにリスク管理体制を整えます。また海外との取引き業務に関しては、

輸出の際のリスク管理を行なう既存の組織の強化を図り、輸出管理委員会を新たに設け、

リスク回避に努めてまいります。

 

５．取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

　　　　　当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、取締役会規定に基づき重要事項の決定並びに取締役

の業務執行状況の監督等を行なってまいります。また取締役会の機能をより強化し、経営

効率を向上させるために、取締役会により選任された代表取締役で構成される代表取締役

会を開催します。この代表取締役会が決定する事項を諮問するため、代表取締役会が任命

する者で構成する経営会議を月２回以上開催してまいります。また業務の意思決定・監督

機能と執行機能を分離するために執行役員制度を活用し、執行役員規定に基づき業務執行

機能を更に強化してまいります。

 

６．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保

するための体制

　　　　　当社のグループ会社経営につきましては、関係会社管理運営規定並びに輸出管理規定等に基づ

きその独自性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案件についての事前協議を行

ないます。

 

７．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人が必要な場合は、その必要に応じて監査役の業務補助の

ため監査役スタッフを置くこととし、その人事については監査役会の同意を得るものとし

ます。
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８．監査役への報告体制およびその他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するた

めの体制

監査役は、取締役会をはじめ経営会議その他重要な会議に出席するとともに予め取締役と

協議して定めた報告事項について報告を受ける他、主要な稟議書その他業務執行に関する

重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求めることとしま

す。また、取締役は会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実や取締役の職務執行に関し

て不正行為、法令・定款に違反する重大な事実が生じた場合は直ちに監査役会に報告する

ものとします。なお、監査役は当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受ける

とともに、情報の交換を行なうなど連携を図ってまいります。

 

④　内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査は、内部統制室並びにコンプライアンス室により実施されております。また、

当社は「監査役会設置会社」であり、監査役は監査役会で定められた監査方針および監査計

画に基づき、取締役会をはじめとする主要な会議に出席し意見を述べるほか、会計監査人、社

内関係者などから報告を受け、また子会社、関連会社の調査も行なうとともに業務および財産

の状況調査等を通じて、取締役の職務の遂行を監査しました。

 

⑤　会計監査の状況　

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は萩原篤氏および田代充雄氏であり、ともに明光

監査法人に所属しております。このうち萩原篤氏の継続監査年数は19年(うち当初の６年間は

個人契約)です。また当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士４名です。

 

⑥　社外監査役との関係

当社は、社外監査役との間で、特別の利害関係はありません。

 

(3)リスク管理体制の整備の状況

当社グループの業務上のリスクには、事業戦略、情報管理、環境、自然災害などの様々な面におけ

るリスクがあり、社内規定等を定め、リスク管理に努めております。中でも事業戦略リスクについ

ては、代表取締役会並びに経営会議等において、事業・案件ごとにリスク分析・管理を行ってお

ります。また、情報管理におきましては、個人情報保護委員会を設け、個人情報漏洩防止に努めて

おり、海外との取引業務に関しては、輸出管理委員会を設け、リスク回避に努めております。

 

(4)役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

役員報酬：取締役に支払った報酬           235百万円
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監査役に支払った報酬  　　　　　42百万円

（注）1 取締役は全員社内取締役であります。

2 使用人兼務取締役の使用人給与相当額43百万円は含みません。

 

(5)監査報酬の内容

当社の明光監査法人への公認会計士法〔昭和23年法律第103号〕第２条第１項に規定する業務に

基づく報酬は、29百万円であります。上記以外の業務に基づく報酬はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。) に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３

月31日まで)の連結財務諸表、及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務

諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度(平成19年

４月１日から平成20年３月31日まで) の連結財務諸表、及び当事業年度(平成19年４月１日から平成

20年３月31日まで)の財務諸表について、明光監査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

 

  
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金 ※3 10,034   7,557   

２　受取手形及び売掛金 ※8 47,658   48,034   

３　有価証券  264   943   

４　たな卸資産  2,924   4,001   

５　前渡金  7,637   7,488   

６　繰延税金資産  579   375   

７　その他  613   532   

　貸倒引当金  △449   △138   

流動資産合計   69,26377.8  68,79382.6

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1)　建物及び構築物  298   280   

(2)　機械装置及び運搬

具
 112   112   

(3)　器具及び備品  388   359   

(4)　賃貸用資産  686   683   

(5)　リース資産  746   685   

(6)　土地  72   72   

有形固定資産合計 ※1 2,305   2,194   

２　無形固定資産        

(1)　諸施設利用権  241   229   

(2)　ソフトウェア  61   70   

(3)　その他  2   23   

無形固定資産合計  305   323   

３　投資その他の資産        

(1)　投資有価証券
※2
・3

16,189   10,894   

(2)　長期貸付金  547   602   

(3)　繰延税金資産  126   129   

(4)　その他  356   390   

　貸倒引当金  △33   △37   

投資その他の資産合

計
 17,187   11,978   

固定資産合計   19,79822.2  14,49717.4

資産合計   89,061100.0  83,290100.0

EDINET提出書類

西華産業株式会社(E02512)

有価証券報告書

 32/114



 

EDINET提出書類

西華産業株式会社(E02512)

有価証券報告書

 33/114



 

  
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形及び買掛金 ※8 41,849   40,356   

２　短期借入金 ※3 6,880   6,880   

３　一年内返済予定の
長期借入金

※3 1,000   ―   

４　未払金  429   558   

５　未払法人税等  1,136   648   

６　前受金  7,915   8,321   

７　賞与引当金  648   593   

８　役員賞与引当金  71   57   

９　訴訟関連損失引当金  286

0

793

  ―   

10　繰延税金負債    ―   

11　その他    750   

流動負債合計   61,01068.5  58,16669.8

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金 ※3 ―   1,000   

２　退職給付引当金 ※5 1,416   1,382   

３　役員退職慰労引当金  239   187   

４　訴訟関連損失引当金  ―   99   

５　繰延税金負債  2,484   351   

６　負ののれん  248   165   

７　その他  44   47   

固定負債合計   4,4325.0  3,2343.9

負債合計   65,44273.5  61,40173.7

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金  6,728   6,728   

２　資本剰余金  2,098   2,099   

３　利益剰余金  9,544   10,957   

４　自己株式  △52  

18,319

 △62   

株主資本合計   20.6  19,72123.7

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価
　　差額金

 5,208   2,007   

２　為替換算調整勘定  68
 

5,276

 126   

評価・換算差額等合

計
  5.9  2,1332.6

EDINET提出書類

西華産業株式会社(E02512)

有価証券報告書

 34/114



Ⅲ　少数株主持分   22 0.0  34 0.0

純資産合計   23,61826.5  21,88926.3

負債純資産合計   89,061100.0  83,290100.0
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② 【連結損益計算書】
 

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   148,307100.0  156,588100.0

Ⅱ　売上原価   135,43291.3  143,89791.9

売上総利益   12,8748.7  12,6918.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※1
・2

 9,240 6.2  9,4566.0

営業利益   3,634 2.5  3,2342.1

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  63   68   

２　受取配当金  188   241   

３　有価証券売却益  33   ―   

４　投資事業匿名組合出資
金
運用益

 101   ―   

５　負ののれん償却額  82   82   

６　持分法による投資利益  75   53   

７　為替差益  ―   110   

８　その他  135 681 0.5 119 675 0.4

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  118   132   

２　手形売却損  37   ―   

３　有価証券売却損  ―   421   

４　その他  78 234 0.2 121 675 0.4

経常利益   4,080 2.8  3,2342.1

Ⅵ　特別利益        

１　貸倒引当金戻入益  ―   268   

２　訴訟関連損失引当金
戻入益

※4 ―   172   

３　投資有価証券売却益  439   ―   

４　その他  46 485 0.3 0 441 0.3

Ⅶ　特別損失        

１　訴訟関連損失引当金
繰入損

※3 286   ―   

２　投資有価証券評価損  ―   125   

３　たな卸資産廃棄損  91   86   

４　その他  63 441 0.3 23 235 0.2

税金等調整前
当期純利益

  4,125 2.8  3,4412.2

法人税、住民税
及び事業税

 1,870   1,218   

法人税等調整額  △105 1,765 1.2 289 1,5071.0

少数株主利益   5 0.0  11 0.0

当期純利益   2,353 1.6  1,9221.2
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,728 2,098 7,623 △44 16,405

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当（注1）   △424  △424

　役員賞与（注2）   △6  △6

　当期純利益   2,353  2,353

　自己株式の取得    △11 △11

自己株式の処分  0  1 1

　持分法適用会社の減少
に伴う変動額

  △1 2 0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 0 1,920 △7 1,913

平成19年３月31日残高(百万円) 6,728 2,098 9,544 △52 18,319

 

 

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,653 △27 6,625 16 23,047

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当（注1）     △424

　役員賞与（注2）     △6

　当期純利益     2,353

　自己株式の取得     △11

自己株式の処分     1

　持分法適用会社の減少

に伴う変動額
△0  △0  0

　株主資本以外の項目の

　連結会計年度中の変動額(純額)
△1,444 96 △1,348 5 △1,342

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△1,444 96 △1,348 5 570

平成19年３月31日残高(百万円) 5,208 68 5,276 22 23,618

（注）１　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

　　　２　一部の連結子会社に係る平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 6,728 2,098 9,544 △52 18,319

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当   △509  △509

　当期純利益   1,922  1,922

　自己株式の取得    △12 △12

自己株式の処分  0  1 1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 0 1,413 △10 1,402

平成20年３月31日残高(百万円) 6,728 2,099 10,957 △62 19,721

 

 

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 5,208 68 5,276 22 23,618

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当     △509

　当期純利益     1,922

　自己株式の取得     △12

自己株式の処分     1

　株主資本以外の項目の

　連結会計年度中の変動額(純額)
△3,201 57 △3,143 11 △3,132

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△3,201 57 △3,143 11 △1,729

平成20年３月31日残高(百万円) 2,007 126 2,133 34 21,889
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

 

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  4,125 3,441

減価償却費  674 634

負ののれん償却額  △82 △82

持分法による投資利益  △75 △53

貸倒引当金戻入益（繰入損）  237 △268

訴訟関連損失引当金戻入益（繰入損）  286 △172

賞与引当金の（増）減額  106 △54

役員賞与引当金の（増）減額  5 △14

退職給付引当金の減少額  △127 △33

役員退職慰労引当金の減少額  △49 △51

有価証券売却損（益）  △33 421

投資事業匿名組合出資金運用益  △101 ―

投資有価証券売却益  △439 ―

投資有価証券評価損  ― 125

たな卸資産廃棄損  91 86

受取利息及び受取配当金  △252 △309

支払利息  118 132

売上債権の増加額  △12,142 △352

たな卸資産の増加額  △60 △1,120

前渡金の（増）減額  △4,582 151

仕入債務の（増）減額  11,815 △1,496

前受金の増加額  5,510 402

未収消費税等の増加額  △20 △21

その他資産・負債の増減額  173 △62

小計  5,178 1,298

利息及び配当金の受取額  231 290

利息の支払額  △117 △131

法人税等の支払額  △1,668 △1,669

その他  13 18

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,637 △193
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出  △8,382 △6,947

有価証券の売却による収入  8,415 5,967

投資有価証券の取得による支出  △1,053 △584

投資有価証券の売却による収入  1,540 251

有形固定資産の取得による支出  △473 △386

有形固定資産の売却による収入  42 1

無形固定資産の取得による支出  △54 △80

無形固定資産の売却による収入  41 17

長期貸付金の回収による収入  83 72

長期貸付けによる支出  △15 △126

差入保証金の支出  △12 △64

差入保証金の返戻による収入  39 55

非連結子会社の清算による収入  42 ―

投資活動によるキャッシュ・フロー  213 △1,825

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

　　　短期借入金の純減少額  △100 ―

長期借入れによる収入  ― 1,000

長期借入金の返済による支出  ― △1,000

配当金の支払額  △425 △509

その他  △9 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー  △535 △520

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  89 62

Ⅴ　現金及び現金同等物の（増）減額  3,406 △2,476

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  6,626 10,032

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 10,032 7,556
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　５社

　　　連結子会社名は、「第１　企業の概況　４　関係会社

の状況」に記載しているため、省略しておりま

す。

 

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　５社

　　　同左

　　　

 

 

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　　主要な非連結子会社　東西実業㈱

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　　主要な非連結子会社　東西実業㈱

　　　(連結の範囲から除いた理由)

　　　連結の範囲から除外した非連結子会社の総資産、売

上高、当期純損益および利益剰余金等は、いずれ

も小規模であり、かつ全体としても連結財務諸

表に重要な影響を及ぼさないものであるため、

連結の範囲から除外しております。

 

　　　(連結の範囲から除いた理由)

同左

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の非連結子会社数　１社

　　　会社名　東西実業㈱

 

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の非連結子会社数　１社

同左

　(2) 持分法適用の関連会社数　　　２社

　　　主要な会社名は、「第１　企業の概況　４　関係会社

の状況」に記載しているため、省略しておりま

す。

なお、従来より持分法適用の関連会社でありま

した㈱エスケイセールスについては、保有株式

の一部を売却したことにより当社の持分比率が

低下し関連会社に該当しないこととなったた

め、当連結会計年度末を以って持分法適用の範

囲から除外しております。

 

　(2) 持分法適用の関連会社数　　　２社

同左

 

 

　　　　　─────

 

　(3) 持分法を適用していない非連結子会社および関

連会社(日本エゼクターエンジニアリング㈱ほ

か)は、いずれも連結純損益および利益剰余金等

に及ぼす影響は軽微であり、かつ全体としても

連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないもので

あるため、持分法の適用範囲から除外しており

ます。

 

　(3) 同左

　(4) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度に係る財

務諸表を使用しております。

 

　(4) 同左
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　(1) 連結子会社のうち決算日が連結決算日と異なる会社

は次のとおりであります。

連結子会社名  決算日

SEIKA SANGYO GmbH 12月31日

TSURUMI(EUROPE)GmbH 12月31日

SEIKA MACHINERY, INC. 12月31日

西曄貿易（上海）有限公司  12月31日

　　　連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日との差

異が３ヶ月を超えないため当該連結子会社の決算

財務諸表を使用しております。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　(1) 同左

 

　(2) 連結子会社との間の取引で決算日が異なることから

生ずる重要な不一致については必要な調整を行っ

ております。

 

　(2) 同左

 

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　イ　有価証券

　　　　　売買目的有価証券

　　　　　　時価法

なお、売却原価は移動平均法により算定して

おります。

　　　　　その他有価証券

　　　　　　時価のあるもの

　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法

なお、評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　イ　有価証券

　　　　　売買目的有価証券

同左

 

 

　　　　　その他有価証券

　　　　　　時価のあるもの

　　　　　　同左

　　　　　 

　　　　　　時価のないもの

　　　　　　　移動平均法による原価法

なお、投資事業組合等への出資について

は、組合の財産の持分相当額に基づき評価

しております。

 

　　　　　　時価のないもの

同左

　　ロ　デリバティブ

　　　　時価法

 

　　ロ　デリバティブ

　　　　同左

　　ハ　たな卸資産

　　　　先入先出法による原価法

　　　　ただし、在外連結子会社は個別法による低価法を、国

内連結子会社は最終仕入原価法を採用しており

ます。

　　ハ　たな卸資産

先入先出法による原価法

ただし、在外連結子会社は個別法による低

価法を、国内連結子会社は総平均法による

原価法を採用しております。
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 　　（会計方針の変更）

連結子会社である日本ダイヤバルブ㈱の

たな卸資産の評価基準及び評価方法は、従

来、最終仕入原価法による原価法によって

おりましたが、当連結会計年度から、総平

均法による原価法に変更しております。こ

の変更は、近年の原材料価格の急激な高騰

に対し、より合理的なたな卸資産の評価お

よび適正な期間損益の計算を行うために

行ったものであります。

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 これにより、従来の方法に比べ、営業利益、経

常利益および税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ77百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は（セグ

メント情報）に記載しております。

 

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　イ　有形固定資産

　　　　定率法。ただし、

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　イ　有形固定資産

　　　　定率法。ただし、

　　　Ⅰ　賃貸用資産のうち、賃貸借契約(賃貸料均等収

入)に基づくものおよび平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法によっております。

　　　Ⅰ　同左
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　　　Ⅱ　リース資産については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。

 

　　　Ⅱ　同左

 

 

（会計方針の変更）

当社および国内連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産(賃貸用

資産の一部およびリース資産を除く)につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。これにより、従来の

方法に比べ、営業利益、経常利益および税金

等調整前当期純利益はそれぞれ14百万円減

少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は（セグ

メント情報）に記載しております。

 

（追加情報）

当社および国内連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した

固定資産については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しております。

この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常

利益および税金等調整前当期純利益はそれ

ぞれ12百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は（セグ

メント情報）に記載しております。

 

　　ロ　無形固定資産

　　　　定額法。ただし、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しております。

 

　　ロ　無形固定資産

　　　　同左

　　ハ　長期前払費用

　　　　定額法。

 

　　ハ　長期前払費用

　　　　同左

 

 

 

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　イ　貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失にそなえるため、一般債

権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能

性を検討して、回収不能見込額を計上してお

ります。

 

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　イ　貸倒引当金

　　　　同左

　　ロ　賞与引当金

　　　　従業員賞与および取締役でない執行役員賞与の支

給にそなえるため、支給見込額のうち当連結

会計年度負担額を計上しております。

 

　　ロ　賞与引当金

　　　　同左
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　　ハ　役員賞与引当金

　　　　取締役賞与の支給にそなえるため、支給見込額を

計上しております。

　　ハ　役員賞与引当金

　　　　同左

 

 

ニ　退職給付引当金

　　　　Ⅰ　従業員の退職給付にそなえるため、当連結会計

年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づいて計上しておりま

す。

数理計算上の差異は翌年度に一括費用処

理することとしております。

 

ニ　退職給付引当金

Ⅰ　同左

　　Ⅱ　取締役でない執行役員の退職慰労金の支給

にそなえるため、内規に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上しております。

 

　　Ⅱ　同左

 

　　ホ　役員退職慰労引当金

取締役および監査役の退職慰労金の支出にそ

なえるため、内規に基づく当連結会計年度末

要支給額を計上しております。

 

　　ヘ　訴訟関連損失引当金

　　　　係争中の訴訟に関連する損失にそなえるため、そ

の損失見込額を計上しております。

 

　(4) 重要なリース取引の処理方法

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、貸手側、借手側ともに通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

 

　(5) ─────

 

 

　　ホ　役員退職慰労引当金

　　　　同左

 

 

 

　　ヘ　訴訟関連損失引当金

　　　　同左

 

 

(4) 重要なリース取引の処理方法

　　　同左

 

 

 

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　イ　ヘッジ会計の方法

金利スワップのうち、特例処理の要件を満た

すものについては、特例処理を採用しており

ます。

 

　　ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：長期借入金の利息

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

 

 

 

 

 

 

 

 

　(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　税抜処理によっております。

 

　　ハ　ヘッジ方針

長期借入金の金利変動リスクを回避する目的

で金利スワップ取引を行っております。

 

　　ニ　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしてい

るため、有効性の評価を省略しております。

 

　(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　同左
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５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。

 

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

 

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれん及び負ののれんの償却については、５年間

で均等償却しております。

 

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

 

 

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。

 

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

同左

 

連結財務諸表作成ための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準）

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17

年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月9日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、23,596

百万円であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。

 

 

 

 

 

　　　　　　─────
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表示方法の変更

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（連結貸借対照表関係）

１　前連結会計年度では関連会社出資金については、投

資その他の資産の「その他」に含めて表示してお

りましたが、当連結会計年度においては投資その

他の資産の「投資有価証券」に含めて表示してお

ります。

なお、前連結会計年度の投資その他の資産の「そ

の他」に含まれている関連会社出資金の額は22百

万円、当連結会計年度の「投資有価証券」に含ま

れているその額は22百万円であります。

 

２　前連結会計年度の「固定化営業債権」は投資その

他の資産に区分掲記しておりましたが、当連結会

計年度においてはその金額が少額のため、投資そ

の他の資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。

　　なお、当連結会計年度の投資その他の資産の「その

他」に含まれている「固定化営業債権」は３百万

円であります。

 

３　前連結会計年度において、固定負債の「連結調整勘

定」として表示していたものは、当連結会計年度

から「負ののれん」と表示しております。

 

（連結損益計算書関係）

１　前連結会計年度の「投資事業匿名組合出資金運用

益」は営業外収益の「その他」に含めて表示して

おりましたが、当連結会計年度においてはその金

額が営業外収益の総額の百分の十を超えたため区

分掲記しております。

なお、前連結会計年度の営業外収益の「その他」

に含まれている「投資事業匿名組合出資金運用

益」は13百万円であります。

　

２　前連結会計年度の「投資事業組合出資金運用益」

は営業外収益に区分掲記しておりましたが、当連

結会計年度においてはその金額が営業外収益の総

額の百分の十以下となったため営業外収益の「そ

の他」に含めて表示しております。

なお、当連結会計年度の営業外収益の「その他」

に含まれている「投資事業組合出資金運用益」は

42百万円であります。

 

３　前連結会計年度において、営業外収益の「連結調整

勘定償却額」として表示していたものは、当連結

会計年度から「負ののれん償却額」と表示してお

ります。

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

　　　　　　─────
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（連結損益計算書関係）

１　前連結会計年度の「為替差損益」はその純額を営

業外費用の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、当連結会計年度においてはその金額が営業

外収益の総額の百分の十を超えたため区分掲記し

ております。

なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」

に含まれている「為替差損」は６百万円でありま

す。

 

２　前連結会計年度の「投資事業匿名組合出資金運用

益」は営業外収益に区分掲記しておりましたが、

当連結会計年度においてはその金額が営業外収益

の総額の百分の十以下となったため営業外収益の

「その他」に含めて表示しております。

なお、当連結会計年度の営業外収益の「その他」

に含まれている「投資事業匿名組合出資金運用

益」は13百万円であります。

 

３　前連結会計年度の「手形売却損」は営業外費用に

区分掲記しておりましたが、当連結会計年度にお

いてはその金額が営業外費用の総額の百分の十以

下となったため営業外費用の「その他」に含めて

表示しております。

なお、当連結会計年度の営業外費用の「その他」

に含まれている「手形売却損」は39百万円であり

ます。
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

４　前連結会計年度の「手形売却損」は営業外費用の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連

結会計年度においてはその金額が営業外費用の総

額の百分の十を超えたため区分掲記しておりま

す。

なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」
に含まれている「手形売却損」は15百万円であり
ます。

 

５　前連結会計年度の「たな卸資産評価損」は特別損

失に区分掲記しておりましたが、当連結会計年度

においてはその金額が特別損失の総額の百分の十

以下となったため特別損失の「その他」に含めて

表示しております。

なお、当連結会計年度の特別損失の「その他」に

含まれている「たな卸資産評価損」は16百万円で

あります。

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１  前連結会計年度において、営業活動によるキャッ

シュ・フローに表示しておりました「連結調整勘

定償却額」は、当連結会計年度から「負ののれん

償却額」と表示しております。

 

２　前連結会計年度の「投資事業匿名組合出資金運用

益」は営業活動によるキャッシュ・フローの「そ

の他資産・負債の増減額」に含めて表示しており

ましたが、当連結会計年度においては、その金額の

重要性が増したため、営業活動によるキャッシュ

・フローに区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ

・フロー「その他の資産・負債の増減額」に含ま

れている「投資事業匿名組合出資金運用益」は13

百万円であります。

 

３　前連結会計年度において、営業活動によるキャッ

シュ・フローに区分掲記しておりました「出資金

運用益」（当連結会計年度△42百万円）、「たな

卸資産評価損」（当連結会計年度16百万円）およ

び「役員賞与の支払額」（当連結会計年度△６百

万円）は、当連結会計年度においては、その金額の

重要性が軽微であるため、営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他資産・負債の増減額」に

含めて表示しております。

 

４　前連結会計年度の「投資有価証券売却益」は特別

利益に区分掲記しておりましたが、当連結会計年

度においてはその金額が特別利益の総額の百分の

十以下となったため特別利益の「その他」として

表示しております。

なお、当連結会計年度の特別利益の「その他」に
表示している「投資有価証券売却益」は０百万円
であります。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　前連結会計年度において、営業活動によるキャッ

シュ・フローに区分掲記しておりました「投資事

業匿名組合出資金運用益」（当連結会計年度△13

百万円）および「投資有価証券売却益」（当連結

会計年度△０百万円）は、当連結会計年度におい

ては、その金額の重要性が軽微であるため、営業活

動によるキャッシュ・フローの「その他資産・負

債の増減額」に含めて表示しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

 
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 4,737百万円

  

※１　有形固定資産の減価償却累計額 5,014百万円

  

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりであります。

投資有価証券 874百万円

(株式および出資金)  

  

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりであります。

投資有価証券 1,040百万円

(株式および出資金)  

  

※３　債務の担保に供している資産

定期預金 1百万円

投資有価証券 2,022百万円

合計 2,023百万円

  

※３　債務の担保に供している資産

定期預金 1百万円

投資有価証券 1,367百万円

合計 1,368百万円

  

　　　上記担保に対応する債務の科目名称または担保目

的とその金額

短期借入金 2,600百万円

一年内返済予定の長期借入金 1,000百万円

取引保証金等の代用
支払保証等
 

 

　　　上記担保に対応する債務の科目名称または担保目

的とその金額

短期借入金 2,600百万円

長期借入金 1,000百万円

取引保証金等の代用
支払保証等
 

 

　４　貸出コミットメント及び当座貸越契約(借手側)

貸出コミットメント総額 4,000百万円

当座貸越極度額 1,100百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 5,100百万円

  

　４　貸出コミットメント及び当座貸越契約(借手側)

貸出コミットメント総額 4,000百万円

当座貸越極度額 1,100百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 5,100百万円

  

※５　退職給付引当金

設定対象者  

従業員 1,370百万円

取締役でない執行役員 45百万円

  

※５　退職給付引当金

設定対象者  

従業員 1,364百万円

取締役でない執行役員 18百万円

  

　６　保証債務  

営業取引に対する保証  

子会社　　　　　　　　　　西華貿易(深
?)有限公司

 
16百万円

  

　６　　　　　　　─────

 
 

  

 
 
 

  

　７　受取手形（輸出手形）割引高 761百万円　７　受取手形（輸出手形）割引高 755百万円

  

※８　当連結会計年度末日の満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しており、

当連結会計年度末日は金融機関が休日のため、

同日期日の下記手形が当連結会計年度末日の残

高に含まれております。

受取手形　　　　　　　　　　　　261百万円

支払手形 　　 　　　　　　　　1,435百万円

 

  

８　　　　　　　─────  
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(連結損益計算書関係)

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

 (百万円)

従業員給料諸手当 2,863

従業員賞与 722

賞与引当金繰入額 582

役員賞与引当金繰入額 71

役員退職慰労引当金繰入額 59

退職給付費用 322

減価償却費 137

貸倒引当金繰入額 237

  

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

 (百万円)

従業員給料諸手当 2,971

従業員賞与 772

賞与引当金繰入額 538

役員賞与引当金繰入額 57

役員退職慰労引当金繰入額 60

退職給付費用 488

減価償却費 160

  

  

 

※２　一般管理費に含まれている研究開発費

126百万円
 

 

※２　一般管理費に含まれている研究開発費

113百万円
 

※３　訴訟関連損失引当金繰入損
係争中の訴訟に関連する損失の見込額でありま
す。

　
 

３　　　　　　　─────
 

　
 

４　─────

 

※４　訴訟関連損失引当金戻入益
係争中の訴訟について、一部和解したことに伴
い、関連する損失の見込額を見直したことによ
る引当金の減少額であります。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 85,103,252 ― ― 85,103,252

合計 85,103,252 ― ― 85,103,252

自己株式     

　普通株式（注） 271,630 37,008 16,586 292,052

合計 271,630 37,008 16,586 292,052

 
（注）1.　普通株式の自己株式の株式数の増加37,008株は、単元未満株式の買取によるものであります。
      2.　普通株式の自己株式の株式数の減少16,586株の内訳は以下のとおりであります。

・単元未満株式の買増請求による減少6,884株
・自己株式（当社株式）を保有する持分法適用会社を、持分法の適用範囲から除外したことによる当社
帰属分の減少9,702株

 
 

 

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 424 5 平成18年３月31日平成18年６月30日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 509 6
平成19年３月31

日

平成19年６月29

日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 85,103,252 ― ― 85,103,252

合計 85,103,252 ― ― 85,103,252

自己株式     

　普通株式（注） 292,052 34,855 6,162 320,745

合計 292,052 34,855 6,162 320,745

 
（注）1.　普通株式の自己株式の株式数の増加34,855株は、単元未満株式の買取によるものであります。

 2.　普通株式の自己株式の株式数の減少6,162株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。
 
 

 

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 509 6 平成19年３月31日平成19年６月29日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 594 7
平成20年３月31

日

平成20年６月30

日
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 (連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 10,034百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1百万円

現金及び現金同等物 10,032百万円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 7,557百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1百万円

現金及び現金同等物 7,556百万円
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(リース取引関係)
 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(貸手側)

１　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(貸手側)

　(1) 固定資産に含まれているリース物件の取得価額、

減価償却累計額および当連結会計年度末残高

　(1) 固定資産に含まれているリース物件の取得価額、

減価償却累計額および当連結会計年度末残高

 器具及び備品

取得価額 2,707百万円

減価償却累計額 1,961百万円

当連結会計年度末残高 746百万円

  

 器具及び備品

取得価額 2,791百万円

減価償却累計額 2,105百万円

当連結会計年度末残高 685百万円

  

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 322百万円

一年超 458百万円

合計 781百万円

  

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 268百万円

一年超 452百万円

合計 720百万円

　(3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相当額

受取リース料 457百万円

減価償却費 402百万円

受取利息相当額 35百万円

  

　(3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相当額

受取リース料 349百万円

減価償却費 332百万円

受取利息相当額 29百万円

　(4) 利息相当額の算定方法

　　　利息相当額の各期への配分方法は、利息法によって

おります。

 

　(4) 利息相当額の算定方法

　　　同左

　(借手側)

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および当連結会計年度末残高相当額

 
機械装置

及び運搬具

器具及び備

品
合計

取得価額相当額 12百万円 104百万円 116百万円

減価償却累計額相当額 9百万円 41百万円 50百万円

当期末残高相当額 2百万円 63百万円 65百万円

　(借手側)

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および当連結会計年度末残高相当額

 
機械装置

及び運搬具

器具及び備

品
合計

取得価額相当額 29百万円 116百万円 145百万円

減価償却累計額相当額 16百万円 49百万円 65百万円

当期末残高相当額 13百万円 66百万円 79百万円

 

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 24百万円

一年超 42百万円

合計 67百万円

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 31百万円

一年超 55百万円

合計 86百万円

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 25百万円

支払利息相当額 2百万円

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額

支払リース料 34百万円

減価償却費相当額 32百万円

支払利息相当額 3百万円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　同左
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(5) 利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

 

　(5) 利息相当額の算定方法

　　　同左

所有権移転外ファイナンス・リース取引（借手
側）については、１件当たりリース料総額３百
万円未満のリース取引については省略して記載
しております。

 

　　　同左

２　オペレーティング・リース取引

　(借手側)

　　　未経過リース料

一年内 3百万円

一年超 7百万円

合計 11百万円

  

２　オペレーティング・リース取引

　(借手側)

　　　未経過リース料

一年内 3百万円

一年超 3百万円

合計 7百万円

  

オペレーティング・リース取引（借手側）につ
いては、１件当たりリース料総額３百万円未満
のリース取引については省略して記載しており
ます。

 

同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月1日　至　平成19年３月31日)

 

１　売買目的有価証券(平成19年３月31日現在)

連結貸借対照表計上額 99百万円

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 ―百万円

 

２　その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日現在)
 

 
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原
価
を超えるもの

   

　株式 5,006 13,260 8,253

　債券    

　　その他 ― ― ―

　その他 628 1,199 570

　小計 5,635 14,459 8,824

連結貸借対照表計上額が取得原
価
を超えないもの

   

　株式 221 206 △14

　債券    

　　その他 ― ― ―

　その他 138 136 △2

　小計 359 343 △16

合計 5,995 14,803 8,808

 

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成18年４月1日　至　平成19年３月31日)
 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

1,262 477 50

 

４　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日現在)

その他有価証券

非上場株式 284百万円

投資事業組合等への出資 291百万円

 

５　その他有価証券のうち満期がある債券の今後の償還予定額(平成19年３月31日現在)
 

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

債券    

　その他 ― 100 ―

合計 ― 100 ―
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当連結会計年度(自　平成19年４月1日　至　平成20年３月31日)

 

１　売買目的有価証券(平成20年３月31日現在)

連結貸借対照表計上額 655百万円

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 △210百万円

 

２　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日現在)
 

 
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原
価
を超えるもの

   

　株式 4,377 7,741 3,364

　債券    

　　その他 ― ― ― 

　その他 408 638 229

　小計 4,786 8,380 3,593

連結貸借対照表計上額が取得原
価
を超えないもの

   

　株式 749 654 △95

　債券    

　　その他 100 98 △1

　その他 420 320 △99

　小計 1,269 1,073 △196

合計 6,056 9,453 3,397

 

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年４月1日　至　平成20年３月31日)
 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

232 0 ―

 

４　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成20年３月31日現在)

その他有価証券

非上場株式 250百万円

投資事業組合等への出資 437百万円

 

５　その他有価証券のうち満期がある債券の今後の償還予定額(平成20年３月31日現在)
 

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

債券    

　その他 ― 100 ―

合計 ― 100 ―
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(1) 取引の内容

金利関連のデリバティブ取引では、金利スワップ取引を利用しております。金利スワップ取引は

特定の相手方との間で元本の交換を行わずに固定金利と変動金利を交換する取引です。

通貨関連デリバティブ取引としては、為替先物予約および通貨スワップを利用しております。為

替先物予約および通貨スワップは将来の一定時点において異なる通貨を交換する取引です。

(2) 取引に対する取組方針

業務を遂行する上で金利リスク、為替リスクなどの様々なリスクに晒されており、この様なリス

クを回避する方法としてデリバティブ取引を行っております。

(3) 取引の利用目的

金利関連のデリバティブ取引は調達コストの削減、運用資産の運用利回りの向上を目的としてお

り、通貨関連のデリバティブ取引は主に輸出入取引により発生する外貨建の債権・債務の為替

レートの変動によるリスクをヘッジするために利用しております。従って、これらの取引を投機

目的では行っておりません。

また、一定の取引高の範囲内において短期的な売買差益を獲得する目的でデリバティブ取引を利

用しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

デリバティブ取引自体に付随する独自のリスクのうち主要なものとしては、市場リスクと信用リ

スクがあります。

市場リスクとは、市場の変動によりポジションに損益が発生するリスクで、金利スワップ取引は

金利変動リスクに晒されておりますが重要なものではなく、為替先物予約取引は近い将来確実に

発生する債権・債務の為替変動をヘッジするためのものであり、リスクはありません。

信用リスクとは、取引の相手方が債務不履行に陥ることにより、取引が継続していれば将来得ら

れるはずであった効果を享受できなくなるリスクですが、デリバティブ取引の相手方は格付の高

い銀行、証券会社に限られております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行及び管理は取引に関する管理規定に従い行われます。取引執行は経理担

当役員の認可事項とし、執行後経理部長及び担当役員に報告されます。経理部内では常にデリバ

ティブ取引の残高状況、評価損益状況を把握し、経理部長に報告されます。経理部長は、取引業者

から直接送付されてくる報告書を照合し取引内容に間違いがないかを確認し、また、必要と認め

られる場合随時ポジション状況等を経理担当役員に報告します。

なお、子会社は実需に基づく為替先物取引および通貨スワップ取引以外のデリバティブ取引は

行っておりません。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1) 取引の内容

前連結会計年度に同じ

(2) 取引に対する取組方針

前連結会計年度に同じ

(3) 取引の利用目的

金利関連のデリバティブ取引は調達コストの削減、運用資産の運用利回りの向上、金利変動リス

クの回避を目的としております。なお、金利スワップ取引を利用してヘッジ会計を行っておりま

すが、その方法等については「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４(5)重要な

ヘッジ会計の方法」に記載のとおりであります。

通貨関連のデリバティブ取引は主に輸出入取引により発生する外貨建の債権・債務の為替レー

トの変動によるリスクをヘッジするために利用しております。

従って、これらの取引を投機目的では行っておりません。

また、一定の取引高の範囲内において短期的な売買差益を獲得する目的でデリバティブ取引を利

用しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

前連結会計年度に同じ

(5) 取引に係るリスク管理体制

前連結会計年度に同じ
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２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(1)通貨関連

 

区分 種類

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

契約額等

(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取引
以外の取引

為替予約取引     

売建     

　米ドル 229 ― 230 △0

　ユーロ 1,860 ― 2,025 △165

買建     

米ドル 329 ― 332 2

ユーロ

豪ドル

ノルウェークローネ

379 92 389 9

4 ― 4 △0

3 ― 3 △0

合計 2,807 92 2,986 △153

(注)　時価の算定方法は、先物為替相場によっております。

 

区分 種類

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

契約額等

(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取引
以外の取引

通貨スワップ取引     

受取米ドル・支払日本円 2,828 ― 1 1

(注)　時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっております。

 

(2)金利関連

区分 種類

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

契約額等

(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取引
以外の取引

金利スワップ取引     

受取変動・支払固定 1,000 1,000 6 6

(注)　時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっております。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1)通貨関連

 

区分 種類

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

契約額等

(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取引
以外の取引

為替予約取引     

売建     

　米ドル 1,051 ― 983 67

　ユーロ 1,429 ― 1,443 △13

買建     

米ドル 646 ― 617 △29

ユーロ 265 ― 269 4

香港ドル 1 ― 1 △0

合計 3,394 ― 3,315 28

(注)　時価の算定方法は、先物為替相場によっております。

 

(2)金利関連

区分 種類

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

契約額等

(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取引
以外の取引

金利スワップ取引     

受取変動・支払固定 1,000 1,000 △2 △2

(注)１　時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっております。

２　金利スワップ特例処理が適用されるものについては、記載対象から除いております。

 

前へ　　　次へ
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度、退職一時金制度および厚生年金基金制度を設

けております。

国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。なお、当連結会計

年度より適格退職年金制度に替わり退職一時金制度の一部として中小企業退職金共済制度を採用

しております。

一部の海外子会社では確定拠出型の制度を設けております。

なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 

２　適格退職年金制度、退職一時金制度に係る退職給付債務等

(1) 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日現在)

 (百万円)

イ　退職給付債務 △2,424

ロ　年金資産 1,013

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,411

ニ　未認識数理計算上の差異 41

ホ　退職給付引当金(ハ＋ニ) △1,370

(注)　1.連結貸借対照表上、翌期以降に支払予定の割増退職金６百万円は、未払金に含めて計上

しており、退職給付引当金には含まれておりません。

2.国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

(2) 退職給付費用に関する事項(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 (百万円)

イ　勤務費用 201

ロ　利息費用 42

ハ　期待運用収益 △18

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 △93

ホ　割増退職金支給額 2

ヘ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 134

　　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務費用」に計上しております。

 

(3) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準

ロ　割引率 　2.0％

ハ　期待運用収益率 　2.0％
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ニ　過去勤務債務の額の処理年数 １年　未認識過去勤務債務は生じておりません

ホ　数理計算上の差異の処理年数 １年　翌期に一括費用処理いたします

 

EDINET提出書類

西華産業株式会社(E02512)

有価証券報告書

 63/114



３　厚生年金基金制度に係る年金資産額等

当社は、上記２のほかに複数事業主制度の企業年金の一つである総合設立の厚生年金基金に加入し

ております。簡便法により計算した同基金における当社拠出に対応する年金資産額は2,259百万円

であります。なお、当年度の同基金への拠出額180百万円は退職給付費用として処理しております。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度、退職一時金制度および厚生年金基金制度を設

けております。

国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度および中小企業退職金共済制度を採

用しております。

一部の海外子会社では確定拠出型の制度を設けております。

なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 

２　適格退職年金制度、退職一時金制度に係る退職給付債務等

(1) 退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日現在)

 (百万円)

イ　退職給付債務 △2,514

ロ　年金資産 1,068

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,445

ニ　未認識数理計算上の差異 81

ホ　退職給付引当金(ハ＋ニ) △1,364

(注)　1.連結貸借対照表上、翌期以降に支払予定の割増退職金15百万円は、未払金に含めて計上

しており、退職給付引当金には含まれておりません。

2.国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

(2) 退職給付費用に関する事項(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 (百万円)

イ　勤務費用 204

ロ　利息費用 43

ハ　期待運用収益 △20

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 41

ホ　割増退職金支給額 38

ヘ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 306

　　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務費用」に計上しております。

 

(3) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準

ロ　割引率 　2.0％

ハ　期待運用収益率 　2.0％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 １年　未認識過去勤務債務は生じておりません

ホ　数理計算上の差異の処理年数 １年　翌期に一括費用処理いたします
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３　厚生年金基金制度に係る年金資産額等

当社は、上記２のほかに複数事業主制度の企業年金の一つである総合設立の厚生年金基金に加入し

ており、要拠出額を退職給付費用として処理しております。当該複数事業主制度に関する事項は次

のとおりであります。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項(平成19年３月31日現在)

 (百万円)

イ　年金資産の額 97,361

ロ　年金財政計算上の給付債務の額 99,244

ハ　差引額 △1,883

 

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合(自　平成19年３月１日　至　平成19年３月31日)

イ　加入人数割合 1.51％

ロ　給与総額割合 2.31％

 

(3) 補足説明

上記(1)の差引額の要因は、年金財政計算上の未償却過去勤務債務残高20,838百万円と剰余金18,955百万円

との差額であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であり、当社は、

平成19年３月期連結財務諸表上、特別掛金41百万円を費用処理しております。

なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致しておりません。

 

（追加情報）

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号

　平成19年５月15日）を適用しております。
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(税効果会計関係)

 

項目
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負

債の発生原因別の主な内訳

繰延税金資産

　貸倒引当金

　賞与引当金

　退職給付引当金

役員退職慰労引当金

　訴訟関連損失引当金

ゴルフ会員権評価損

　減価償却費

　減損損失

　未払事業税

　たな卸資産評価損

　その他

　繰延税金資産計

 

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金

　その他

　繰延税金負債計

繰延税金資産（負債）純額

　

 

(百万円)

 

88

267

580

98

117

148

59

163

94

76

154

1,848

 

 

3,590

37

3,627

(1,779）

 

(百万円)

 

18

244

564

77

40

141

64

163

49

76

152

1,592

 

 

1,396

43

1,439

152 2

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）繰延税金負債の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

（百万円）

流動資産－繰延税金資産 579

流動負債－繰延税金負債 0

固定資産－繰延税金資産 126

固定負債－繰延税金負債 2,484

（注）繰延税金資産の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

（百万円）

流動資産－繰延税金資産 375

流動負債－繰延税金負債 ―

固定資産－繰延税金資産 129

固定負債－繰延税金負債 351

   

２　法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率と

の間の重要な差異原因

法定実効税率 41.0％
（調整）  
交際費損金不算入
その他

3.8％
△2.0％

税効果会計適用後の
法人税等負担率

42.8％

  

法定実効税率 41.0％
（調整）  
交際費損金不算入
その他

4.5％
△1.7％

税効果会計適用後の
法人税等負担率

43.8％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度 (自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 機 械 等

卸売事業

(百万円)

機 械 等

製造事業

(百万円)

計

 

(百万円)

消去又は全

社

(百万円)

連　結

 

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益      

(1)外部顧客に対する売

上高
143,2275,079 148,307 ― 148,307

　(2)セグメント間の内部

売上高

又は振替高

57 511 568 (568) ―

計 143,2855,591 148,876 (568) 148,307

営業費用 140,0125,226 145,239 (566) 144,673

営業利益 3,272 364 3,636 (2) 3,634

Ⅱ　資産、減価償却費及び

資本的支出
     

    資産 66,236 4,499 70,736 18,325 89,061

　　減価償却費 558 111 670 4 674

　　資本的支出 326 157 483 ― 483

 

 

当連結会計年度 (自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 機 械 等

卸売事業

(百万円)

機 械 等

製造事業

(百万円)

計

 

(百万円)

消去又は全

社

(百万円)

連　結

 

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益      

(1)外部顧客に対する売

上高
151,2145,374 156,588 ― 156,588

　(2)セグメント間の内部

売上高

又は振替高

24 450 474 (474) ―

計 151,2385,824 157,063 (474) 156,588

営業費用 148,2385,597 153,835 (482) 153,353

営業利益 3,000 226 3,227 7 3,234

Ⅱ　資産、減価償却費及び

資本的支出
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    資産 64,934 4,897 69,831 13,458 83,290

　　減価償却費 513 116 629 4 634

　　資本的支出 501 86 588 ― 588

 

（注）１ 当社および連結子会社の事業区分は製品の種類、製造方法、販売方法の類似性を考慮

し、「機械等卸売事業」および「機械等製造事業」に分類しております。

　　　２ 事業区分の主要な内容

　　　　(1) 機械等卸売事業　　各種産業分野の機械設備の販売等

　(2) 機械等製造事業　　各種産業用のバルブ製造・販売等

３ 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた金額および主な内容は以下のとおりで

あります。

 
前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目
に
含めた全社資産の金
額

18,325 13,458

余資運用資金(現金及び有
価証券)、賃貸用資産、およ
び長期投資資金(投資有価
証券)等

４　会計処理の方法の変更

　　(前連結会計年度)

　　該当事項はありません。

 

　　(当連結会計年度)

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事

項」に記載のとおり、当連結会計年度より、連結子会社である日本ダイヤバルブ㈱

のたな卸資産の評価基準及び評価方法を最終仕入原価法による原価法から、総平均

法による原価法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比較して、当連結会計年度の機械等製造事業の営業費用は77百万円増加し、営業利

益および資産が同額減少しております。

(2) 有形固定資産の減価償却の方法の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事

項」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社および国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、平成19年４月１日以降取得した有形固定資産(賃貸用資産の一部お

よびリース資産を除く)について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計

年度の営業費用は、機械等卸売事業が７百万円、機械等製造事業が７百万円増加し、

営業利益および資産がそれぞれ同額減少しております。

(追加情報)

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事

項」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社および国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前
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の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結

会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この結果、従来の方

法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費用は、機械等卸売事業が３百

万円、機械等製造事業が９百万円増加し、営業利益および資産がそれぞれ同額減少

しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)および当連結会計年度(自　平成

19年４月１日　至　平成20年３月31日)における本邦の売上高および本邦の資産の金額は、全セグ

メントの売上高合計および全セグメントの資産合計額に占める割合がいずれも90％超であるた

め、記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 10,183 5,305 1,028 16,517

Ⅱ　連結売上高（百万円）    148,307

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合(％)

6.8 3.6 0.7 11.1

 

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 15,978 4,487 1,282 21,748

Ⅱ　連結売上高（百万円）    156,588

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合(％)

10.2 2.9 0.8 13.9

(注)1.国又は地域の区分方法

地理的近接度により区分しております。

2.各区分に属する主な国又は地域

アジア：中国、インドネシア、台湾、ＵＡＥ

欧州：ドイツ

その他：米国

3.海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)および当連結会計年度(自　平成

19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

該当事項はありません。
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 (１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　１株当たり純資産額 278円22銭１　１株当たり純資産額 257円78銭

２　１株当たり当期純利益金額 27円75銭２　１株当たり当期純利益金額 22円67銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

(注)1. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度末
 (平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

（百万円）

純資産の部の合計額                       23,618

純資産の部の合計額から控除する金額           22

（うち少数株主持分                           22）

普通株式に係る期末の純資産額             23,596

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数                   84,811千株

（百万円）

純資産の部の合計額                       21,889

純資産の部の合計額から控除する金額           34

（うち少数株主持分                           34）

普通株式に係る期末の純資産額             21,855

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数                   84,782千株

 

2. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（百万円）

当期純利益　　                            2,353

普通株主に帰属しない金額                     ―

 

普通株式に係る当期純利益                  2,353

普通株式の期中平均株式数             84,824千株

（百万円）

当期純利益　　                            1,922

普通株主に帰属しない金額                     ―

 

普通株式に係る当期純利益                  1,922

普通株式の期中平均株式数             84,798千株

 

(重要な後発事象)

　　　　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

 【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 6,880 6,880 1.523 ―

一年内返済予定の長期借入金 1,000 ― ― ―

一年内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(一年内返済予定の
ものを除く)

― 1,000 2.085平成25年３月19日

リース債務(一年内返済予定のも
のを除く)

― ― ― ―

 その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 7,880 7,880 ― ―

(注)　１　「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金の利率は変動金利となっておりますが、別途金利スワップ特例処理を適用した金利スワッ

プ契約により固定した利率を記載しております。

　　　　３　長期借入金の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総額

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

― ― ― 1,000 

 

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
 

  
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金 ※2 8,416   5,813   

２　受取手形
※8・

　　　　　　　　　　　　　9
1,806   3,843   

３　売掛金 ※8 44,083   42,385   

４　有価証券  264   943   

５　商品  823   1,400   

６　前渡金  7,631   7,457   

７　短期貸付金 ※8 1,000   1,500   

８　前払費用  2   5   

９　繰延税金資産  408   230   

10　その他  527   490   

　　貸倒引当金  △289   △88   

流動資産合計   64,67376.1  63,98081.1

Ⅱ　固定資産        

１  有形固定資産        

(1)  建物  140   130   

(2)  構築物  7   6   

(3)  車両  0   0   

(4)  器具及び備品  160   145   

(5)  賃貸用資産  686   683   

(6)  リース資産  746   685   

(7)  土地  72   72   

有形固定資産合計 ※1 1,814   1,724   

２  無形固定資産        

(1)　諸施設利用権  241   229   

(2)　ソフトウェア  49   48   

(3)　その他  2   23   

無形固定資産合計  292   300   

３  投資その他の資産        

(1)　投資有価証券 ※2 15,283   9,832   

(2)　関係会社株式  1,904   1,904   

(3)　関係会社出資金  214   214   

(4)　従業員に対する長期貸付金  544   598   

(5)　固定化営業債権 ※4 3   23   

(6)　長期前払費用  5   4   

(7)　その他  333   334   

  貸倒引当金  △33   △37   

投資その他の資産合計  18,256   12,876   

固定資産合計   20,36323.9  14,90118.9

資産合計   85,037100.0  78,882100.0
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形 ※9 8,084   6,715   

２　買掛金  32,507   32,507   

３　短期借入金 ※2 6,700   6,700   

４　一年内返済予定の　　　

長期借入金
※2 1,000   ―   

５　未払金  241   395   

６　未払費用  4   5   

７　未払法人税等  1,018   539   

８　前受金  7,703   8,131   

９　預り金  56   78   

10　前受収益  70   106   

11　賞与引当金  517   483   

12　役員賞与引当金  71   57   

13　訴訟関連損失引当金  286   ―   

14　その他  611   470   

流動負債合計   58,87469.2  56,19071.2

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金 ※2 ―   1,000   

２　退職給付引当金 ※5 1,162   1,115   

３　役員退職慰労引当金  212   155   

４　訴訟関連損失引当金  ―   99   

５　繰延税金負債  2,397   261   

６　その他  6   7   

固定負債合計   3,7794.5  2,6393.4

負債合計   62,65373.7  58,83074.6
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前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   6,7287.9  6,7288.5

２　資本剰余金        

(1) 資本準備金  2,096   2,096   

(2) その他資本剰余金  1   2   

資本剰余金合計   2,0982.4  2,0982.7

３　利益剰余金        

(1) その他利益剰余金        

別途積立金  6,050   7,400   

繰越利益剰余金  2,352   1,870   

利益剰余金合計   8,4029.9  9,27011.8

４　自己株式   △38 △0.0  △49 △0.1

株主資本合計   17,19020.2  18,04722.9

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価
　　差額金

  5,1936.1  2,0032.5

評価・換算差額等合

計
  5,1936.1  2,0032.5

純資産合計   22,38326.3  20,05125.4

負債純資産合計   85,037100.0  78,882100.0
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② 【損益計算書】

 

  
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分

注
記
番
号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   140,914100.0  148,182100.0

Ⅱ　売上原価        

１　商品期首たな卸

高
 1,010   823   

２　当期商品仕入高  130,725   139,124   

合計  131,735   139,947   

３　商品期末たな卸

高
 823 130,91292.9 1,400 138,54793.5

売上総利益   10,001 7.1  9,635 6.5

Ⅲ　販売費及び一般管
理費

※1
・2

 6,934 4.9  7,050 4.8

営業利益   3,067 2.2  2,584 1.7

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  58   62   

２　有価証券利息  0   1   

３　受取配当金  201   255   

４　有価証券売却益  33   ―   

５　投資事業匿名組

合　　　出資金運

用益

 101   ―   

６　為替差益  ―   108   

７　その他  120 515 0.4 57 485 0.3

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  115   119   

２　手形売却損  37   ―   

３　有価証券売却損  ―   421   

４　その他  60 212 0.2 95 636 0.4

経常利益   3,370 2.4  2,432 1.6

Ⅵ　特別利益        

１　貸倒引当金戻入

益
 ―   186   

２　訴訟関連損失引

当金

戻入益

※4 ―   172   

３　投資有価証券売

却益
 427   ―   

４　その他  15 442 0.3 0 359 0.3

Ⅶ　特別損失        

１　訴訟関連損失引

当金　　繰入損
※3 286   ―   

２　投資有価証券評

価損
 ―   125   

３　その他  39 325 0.2 35 160 0.1

　　税引前当期純利

益
  3,487 2.5  2,631 1.8
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法人税、住民税
　　　　及び事業
税

 1,654   996   

法人税等調整

額
 △72 1,581 1.1 258 1,254 0.9

当期純利益   1,906 1.4  1,377 0.9
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

 株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計資本準備金
その他　　
　　資本剰
余金

資本　　　　剰
余金合計

その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益　
剰余金

平成18年３月31日残高（百万

円）
6,728 2,096 1 2,097 5,500 1,420 6,920△28 15,718

事業年度中の変動額          

　剰余金の配当（注）      △424 △424  △424

　別途積立金の積立（注）     550 △550 ―  ―

　当期純利益      1,906 1,906  1,906

　自己株式の取得        △11 △11

　自己株式の処分   0 0    1 1

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額)
         

事業年度中の変動額合計

（百万

円）

― ― 0 0 550 931 1,481 △9 1,472

平成19年３月31日残高（百万

円）
6,728 2,096 1 2,098 6,050 2,352 8,402△38 17,190

 
 
 

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券　　　評価差額金

平成18年３月31日残高（百万円） 6,637 22,355

事業年度中の変動額   

　剰余金の配当（注）  △424

　別途積立金の積立（注）  ―

　当期純利益  1,906

　自己株式の取得  △11

　自己株式の処分  1

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額

(純額)
△1,443 △1,443

事業年度中の変動額合計

（百万円）
△1,443 28

平成19年３月31日残高（百万円） 5,193 22,383

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

 株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計資本準備金
その他　　　
　資本剰余
金

資本　　　　剰
余金合計

その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益　
剰余金

平成19年３月31日残高（百万

円）
6,728 2,096 1 2,098 6,050 2,352 8,402△38 17,190

事業年度中の変動額          

　剰余金の配当      △509 △509  △509

　別途積立金の積立     1,350△1,350 ―  ―

　当期純利益      1,377 1,377  1,377

　自己株式の取得        △12 △12

　自己株式の処分   0 0    1 1

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額)
         

事業年度中の変動額合計

（百万

円）

― ― 0 0 1,350 △481 868 △10 857

平成20年３月31日残高（百万

円）
6,728 2,096 2 2,098 7,400 1,870 9,270△49 18,047

 
 
 

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券　　　評価差額金

平成19年３月31日残高（百万円） 5,193 22,383

事業年度中の変動額   

　剰余金の配当  △509

　別途積立金の積立  ―

　当期純利益  1,377

　自己株式の取得  △12

　自己株式の処分  1

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額

(純額)
△3,189 △3,189

事業年度中の変動額合計

（百万円）
△3,189 △2,331

平成20年３月31日残高（百万円） 2,003 20,051
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重要な会計方針

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 売買目的有価証券

　　　時価法

なお、売却原価は移動平均法により算定してお

ります。

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 売買目的有価証券

　　　同左

　(2) 子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法

　(2) 子会社株式及び関連会社株式

　　　同左

　(3) その他有価証券

　　イ　時価のあるもの

　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法

なお、評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。

　(3) その他有価証券

　　イ　時価のあるもの

　　　　　同左

　　ロ　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法

　　　　　なお、投資事業組合等への出資については、組合

の財産の持分相当額に基づき評価しており

ます。

 

　　ロ　時価のないもの

　　　　　同左

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

　　時価法

 

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

　　同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　先入先出法による原価法

 

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　同左

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法。ただし、

　　イ　取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償

却資産については３年間で均等償却を行って

おります。

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法。ただし、

イ　同左

　　ロ　賃貸用資産のうち、賃貸借契約(賃貸料均等収入)

に基づくものおよび平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)について

は定額法によっております。

　　ロ　同左

　　ハ　リース資産については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法によっており

ます。

　　ハ　同左

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産（賃貸

用資産の一部およびリース資産を除く）につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。

これにより、従来の方法に比べ、営業利益、経常

利益、および税引前当期純利益がそれぞれ７百

万円減少しております。
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 

 
 
 
 
 
 
 

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以

前に取得した資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。

これにより、従来の方法に比べ、営業利益、経

常利益、および税引前当期純利益がそれぞれ

３百万円減少しております。

 

 

　(2) 無形固定資産

　　　定額法。ただし、自社利用のソフトウェアについて

は社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。

 

　(2) 無形固定資産

　　　同左

 

(3) 長期前払費用

　　　定額法。

 

(3) 長期前払費用

　　　同左

 

 

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失にそなえるため、一般債権

については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検

討して、回収不能見込額を計上しております。

 

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　同左

 

 
(2) 賞与引当金

従業員賞与および取締役でない執行役員賞与の

支給にそなえるため、支給見込額のうち当事業

年度負担額を計上しております。

 

 
(2) 賞与引当金

同左

 
 

(3) 役員賞与引当金

取締役賞与の支給にそなえるため、支給見込額

を計上しております。

 

(3) 役員賞与引当金

同左

 
 

　(4) 退職給付引当金

　　イ　従業員の退職給付にそなえるため、当事業年度末

における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づいて計上しております。

　　　　数理計算上の差異は翌年度に一括費用処理するこ

ととしております。

　(4) 退職給付引当金

イ　同左

 

ロ　取締役でない執行役員の退職慰労金の支給に

そなえるため、内規に基づく当事業年度末要

支給額を計上しております。

 

ロ　同左
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　(5) 役員退職慰労引当金

取締役および監査役の退職慰労金の支出にそな

えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額

を計上しております。

 

　(5) 役員退職慰労引当金

同左
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(6) 訴訟関連損失引当金

係争中の訴訟に関連する損失にそなえるため、そ

の損失見込額を計上しております。

 

(6) 訴訟関連損失引当金

同左

６　リース取引の処理方法

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、貸手側、借手側ともに通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

 

６　リース取引の処理方法

　　同左

７　──────

 

 

 

７　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップのうち、特例処理の要件を満たす

ものについては、特例処理を採用しております。

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：長期借入金の利息

 

(3) ヘッジ方針

長期借入金の金利変動リスクを回避する目的で

金利スワップ取引を行っております。

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしている

ため、有効性の評価を省略しております。

 

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項

　　消費税等の会計処理

　　税抜処理によっております。

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　同左
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会計方針の変更

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12

月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号　平成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、純資産

の部の合計と同額であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

 

 

 

 

 

 

──────
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表示方法の変更

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（損益計算書関係）

１　前事業年度の「投資事業匿名組合出資金運用益」は

営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

したが、当事業年度においてはその金額が営業外

収益の総額の百分の十を超えたため区分掲記して

おります。

なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含

まれている「投資事業匿名組合出資金運用益」は

13百万円であります。

 

２　前事業年度の「投資事業組合出資金運用益」は営

業外収益に区分掲記しておりましたが、当事業年

度においてはその金額が営業外収益の総額の百分

の十以下となったため営業外収益の「その他」に

含めて表示しております。

なお、当事業年度の営業外収益の「その他」に含

まれている「投資事業組合出資金運用益」は42百

万円であります。

 

３　前事業年度の「手形売却損」は、営業外費用の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当事業年

度においてはその金額が営業外費用の総額の百分

の十を超えたため区分掲記しております。

なお、前事業年度の営業外費用の「その他」に含

まれている「手形売却損」は15百万円でありま

す。

 

 

 

 

(損益計算書関係)

１　前事業年度の「為替差益」は営業外収益の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度

においてはその金額が営業外収益の総額の百分の

十を超えたため区分掲記しております。

なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含

まれている「為替差益」は6百万円であります。

 

 

 

２　前事業年度の「投資事業匿名組合出資金運用益」は

営業外収益に区分掲記しておりましたが、当事業

年度においてはその金額が営業外収益の総額の百

分の十以下となったため営業外収益の「その他」

に含めて表示しております。

なお、当事業年度の営業外収益の「その他」に含

まれている「投資事業匿名組合出資金運用益」は

13百万円であります。

 

３　前事業年度の「手形売却損」は営業外費用に区分

掲記しておりましたが、当事業年度においてはそ

の金額が営業外費用の総額の百分の十以下となっ

たため営業外費用の「その他」に含めて表示して

おります。

なお、当事業年度の営業外費用の「その他」に含

まれている「手形売却損」は39百万円でありま

す。

 

４　前事業年度の「投資有価証券売却益」は特別利益

に区分掲記しておりましたが、当事業年度におい

てはその金額が特別利益の総額の百分の十以下と

なったため特別利益の「その他」として表示して

おります。

なお、当事業年度の特別利益の「その他」に表示

している「投資有価証券売却益」は0百万円であ

ります。
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注記事項

(貸借対照表関係)

 
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 3,045百万円

  

※１　有形固定資産の減価償却累計額 3,197百万円

  

※２　債務の担保に供している資産

定期預金 1百万円

投資有価証券 2,022百万円

合計 2,023百万円

  

※２　債務の担保に供している資産

定期預金 1百万円

投資有価証券 1,367百万円

合計 1,368百万円

  

　　　上記担保に対応する債務の科目名称または担保目

的とその金額

短期借入金 2,600百万円

一年内返済予定の長期借入

金
1,000百万円

取引保証金等の代用
支払保証等
 

 

　　　上記担保に対応する債務の科目名称または担保目

的とその金額

短期借入金 2,600百万円

長期借入金 1,000百万円

取引保証金等の代用
支払保証等
 

 

３　貸出コミットメント及び当座貸越契約(借手側)

貸出コミットメント総額 4,000百万円

当座貸越極度額 1,100百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 5,100百万円

  

３　貸出コミットメント及び当座貸越契約(借手側)

貸出コミットメント総額 4,000百万円

当座貸越極度額 1,100百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 5,100百万円

  

※４　財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権を計

上しております。

　　　

※４　財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権を計

上しております。

　　　

※５　退職給付引当金　

　　　　設定対象者

従業員 1,116百万円

取締役でない執行役員 45百万円

  

※５　退職給付引当金　

　　　　設定対象者

従業員 1,096百万円

取締役でない執行役員 18百万円

  

　６　保証債務  

営業取引に対する保証  

子会社　　　　　　　　　　西華貿易(深
?)有限公司

16百万円

  

　６　──────  

  

  
  

　７　受取手形（輸出手形）割引高 761百万円　７　受取手形（輸出手形）割引高 755百万円
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前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※８　関係会社に対する資産は次のとおりであります。

受取手形 11百万円

売掛金 2,333百万円

短期貸付金 1,000百万円

  

※８　関係会社に対する資産は次のとおりであります。

受取手形 1百万円

売掛金 1,403百万円

短期貸付金 1,500百万円

  

　　なお、関係会社に対する貸出コミットメントの残

高は次のとおりであります。

貸出コミットメント総額 1,500百万円

貸出実行残高 1,000百万円

差引額 500百万円

  

　　なお、関係会社に対する貸出コミットメントの残

高は次のとおりであります。

貸出コミットメント総額 1,500百万円

貸出実行残高 1,500百万円

差引額 ―百万円

  
 
※９　手形の決済処理は、手形交換日に行なっており、

当事業年度末は金融機関が休日のため、同日期

日の下記手形が当事業年度末残高に含まれてお

ります。

受取手形 159百万円

支払手形 1,435百万円

 
９　──────
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(損益計算書関係)

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

従業員給料諸手当 2,265

従業員賞与 647

賞与引当金繰入額 517

役員賞与引当金繰入額 71

役員退職慰労引当金繰入額 52

退職給付費用 281

福利厚生費 463

旅費交通費 561

交際費 369

事務所費 444

減価償却費 103

貸倒引当金繰入額 127

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

従業員給料諸手当 2,285

従業員賞与 669

賞与引当金繰入額 483

役員賞与引当金繰入額 57

役員退職慰労引当金繰入額 53

退職給付費用 469

福利厚生費 476

旅費交通費 536

交際費 363

事務所費 464

減価償却費 107

  

　　　　なお、販売費と一般管理費との割合は、おおむね69

対31であります。

 

　　　　なお、販売費と一般管理費との割合は、おおむね68

対32であります。

 

※２　一般管理費に含まれている研究開発費

―百万円

 

※２　一般管理費に含まれている研究開発費

―百万円

 

※３ 訴訟関連損失引当金繰入損

     　係争中の訴訟に関連する損失の見込額であります。

 

３ ──────

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

４　──────

 

※４　訴訟関連損失引当金戻入益

　　　係争中の訴訟について、一部和解したことに伴い、

関連する損失の見込額を見直したことによる引

当金の減少額であります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

自己株式の種類および株式数に関する事項

 前事業年度末

株式数（株）

当事業年度

増加株式数（株）

当事業年度

減少株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

自己株式     

普通株式（注） 　　　　　155,728 　　　　　　37,008 　　　　　　6,884 　　　　　185,852

合計 　　　　　155,728 　　　　　　37,008 　　　　　　6,884 　　　　　185,852

 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加37,008株は単元未満株式の買取によるものであり、減少6,884株は単元

未満株式の買増請求によるものであります。

 

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式の種類および株式数に関する事項

 前事業年度末

株式数（株）

当事業年度

増加株式数（株）

当事業年度

減少株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

自己株式     

普通株式（注） 　　　　　185,852 34,855 6,162 214,545

合計 　　　　　185,852 34,855 6,162 214,545

 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加34,855株は単元未満株式の買取によるものであり、減少6,162株は単元

未満株式の買増請求によるものであります。
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(リース取引関係)

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　(貸手側)

　(1) 固定資産に含まれているリース物件の取得価額、

減価償却累計額および当期末残高

１　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　(貸手側)

　(1) 固定資産に含まれているリース物件の取得価額、

減価償却累計額および当期末残高

 器具及び備品

取得価額 2,707百万円

減価償却累計額 1,961百万円

当期末残高 746百万円

  

 器具及び備品

取得価額 2,791百万円

減価償却累計額 2,105百万円

当期末残高 685百万円

  

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 322百万円

一年超 458百万円

合計 781百万円

  

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 268百万円

一年超 452百万円

合計 720百万円

  

　(3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相当額

受取リース料 457百万円

減価償却費 402百万円

受取利息相当額 35百万円

  

　(3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相当額

受取リース料 349百万円

減価償却費 332百万円

受取利息相当額 29百万円

  

　(4) 利息相当額の算定方法

　　　利息相当額の各期への配分方法は、利息法によって

おります。

 

　(4) 利息相当額の算定方法

　　　同左

　　(借手側)

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および当期末残高相当額

　　(借手側)

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および当期末残高相当額

 車両 器具及び備品 合計

取得価額相当額 12百万円 97百万円 109百万円

減価償却累計額相当額 9百万円 35百万円 45百万円

当期末残高相当額 2百万円 61百万円 63百万円

    

 車両 器具及び備品 合計

取得価額相当額 29百万円 109百万円 138百万円

減価償却累計額相当額 16百万円 46百万円 62百万円

当期末残高相当額 13百万円 62百万円 75百万円

    

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 23百万円

一年超 41百万円

合計 65百万円

  

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 29百万円

一年超 53百万円

合計 82百万円

  

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 24百万円

支払利息相当額 2百万円

  

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 30百万円

支払利息相当額 2百万円

  

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

 

　(5) 利息相当額の算定方法

同左

　所有権移転外ファイナンス・リース取引（借手側）

については、１件当たりリース料総額３百万円未満

のリース取引については省略して記載しておりま

す。

　

　　　同左

２　オペレーティング・リース取引

　　(借手側)

　　　未経過リース料

一年内 3百万円

一年超 7百万円

合計 11百万円

  

２　オペレーティング・リース取引

　　(借手側)

　　　未経過リース料

一年内 3百万円

一年超 3百万円

合計 7百万円

  

オペレーティング・リース取引（借手側）について

は、１件当たりリース料総額３百万円未満のリース

取引については省略して記載しております。

 

同左
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(有価証券関係)

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価のある

ものはありません。

 

(税効果会計関係)

 

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負

債の発生原因別の主な内訳

繰延税金資産

　貸倒引当金

　賞与引当金

　退職給付引当金

　役員退職慰労引当金

　訴訟関連損失引当金

　ゴルフ会員権評価損

　減価償却費

　減損損失

　未払事業税

子会社投資評価損

　その他

　繰延税金資産計

 

（百万円）

 

100

212

476

87

117

142

55

163

85

102

113

1,656

 

（百万円）

 

19

198

457

63

40

141

65

163

44

102

108

1,404

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金

　その他

　繰延税金負債計

繰延税金資産（負債）純額

 

 

3,608

37

3,646

（1,989）

 

 

1,392

43

1,435

（     31）

 
 

２　法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率と

の間の重要な差異原因

 
法定実効税率 41.0％

（調整）  

交際費損金不算入 4.3％

その他 △0.0％

税効果会計適用後

の法人税等負担率

45.3％

 
法定実効税率 41.0％

（調整）  

交際費損金不算入 5.7％

その他 1.0％

税効果会計適用後

の法人税等負担率

47.7％

 

EDINET提出書類

西華産業株式会社(E02512)

有価証券報告書

 95/114



(１株当たり情報)

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　１株当たり純資産額 263円59銭１　１株当たり純資産額 236円21銭

２　１株当たり当期純利益金額 22円44銭２　１株当たり当期純利益金額 16円23銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式がないため記載しておりま

せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式がないため記載しておりま

せん。

 

(注)1.　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度末
（平成19年３月31日）

当事業年度末
(平成20年３月31日)

 （百万円）

純資産の部の合計額 22,383

純資産の部の合計額から控除する金額 ―

 普通株式に係る期末の純資産額 22,383

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た
 

期末の普通株式の数 84,917千株

 （百万円）

純資産の部の合計額 20,051

純資産の部の合計額から控除する金額 ―

 普通株式に係る期末の純資産額 20,051

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た
 

期末の普通株式の数 84,888千株

 

2.　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 （百万円）

当期純利益 1,906

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式に係る当期純利益 1,906

普通株式の期中平均株式数 84,940千株
　

 （百万円）

当期純利益 1,377

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式に係る当期純利益 1,377

普通株式の期中平均株式数 84,904千株

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

銘柄 株式数　　　　　(千株)
貸借対照表計上額　　　

(百万円)

有価証券 売買目的有価証券

三菱商事㈱ 23 69

その他(17銘柄) 627 548

小計 650 617

投資　　有

価証券
その他有価証券

日本電設工業㈱ 300 202

太平電業㈱ 1,507 1,109

名糖産業㈱ 47 99

旭化成㈱ 506 263

三菱瓦斯化学㈱ 153 108

アイカ工業㈱ 100 84

宇部興産㈱ 1,828 590

㈱フジクラ 243 109

野村マイクロサイエンス㈱ 200 139

三菱化工機㈱ 900 235

㈱鶴見製作所 284 186

オルガノ㈱ 116 85

日機装㈱ 581 349

㈱トウアバルブグループ本社 1 258

三菱電機㈱ 500 431

㈱共和電業 450 144

日本フェンオール㈱ 250 200

三菱重工業㈱ 750 319

㈱ニッチツ 231 69

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 886 761

㈱ふくおかフィナンシャルグループ 426 221

㈱山口フィナンシャルグループ 436 492

関西電力㈱ 33 82

九州電力㈱ 278 677

ＳＯＩＴＥＣ Ｓ．Ａ. 835 599

ＳＯＰＲＡ　Ｓ．Ａ． 1 84

その他(50銘柄) 1,566 717

小計 13,414 8,625

計 14,064 9,242
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【債券】

銘柄
券面総額
（百万円）

貸借対照表計上額　　(百
万円)

投資　　　有価

証券
その他有価証券

リプラス・レジデンシャル投資法人

第１回無担保投資法人債
100 98

計 100 98

 

 

 

【その他】

種類及び銘柄
投資口数等
（百万口）

貸借対照表計上額　　(百
万円)

有価証券

売買目的有価証券

(投資信託受益証券)   

その他 (1銘柄) 0 38

小計 0 38

その他有価証券

(投資信託受益証券)   

アクティブ・ニッポン 306 185

その他 (1銘柄) 0 26

(投資事業組合出資金)   

ソフトバンクインターネットファンド 0 71

その他 (1銘柄) 0 3

小計 306 287

投資　　有
価証券

その他有価証券

(投資信託受益証券)   

三井住友シナプス 0 129

日本株オ－プン（新潮流） 344 212

ＤＩＲ日本株総合インデックスファンド 100 83

ＬＨ（ダイワ世界資産分散ファンド）

成長型
93 77

その他(6銘柄) 328 244

(投資事業組合等出資金)   

その他(2銘柄) 1 63

(匿名事業組合出資金)   

不動産ファンド“サンダーハート” 0 100

ＭＯＤＵＬＯＲ200704 0 98

サンダー・シルバー200707 0 100

(有限責任事業組合出資金)   

その他(1銘柄) 0 0

小計 867 1,109

計 1,173 1,434
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は　　　償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　建物 373 3 ― 377 246 14 130

　構築物 19 0 ― 19 13 0 6

　車両 10 ― 5 4 4 0 0

　器具及び備品 631 68 103 596 450 73 145

　賃貸用資産 483 29 15 498 376 32 121

　賃貸用資産　
561 ― ― 561 ― ― 561

（土地）

　リース資産 2,707 271 188 2,791 2,105 332 685

　土地 72 ― ― 72 ― ― 72

有形固定資産計 4,860 373 312 4,921 3,197 453 1,724

無形固定資産        

　諸施設利用権 241 24 36 229 ― ― 229

　ソフトウェア 82 17 2 96 48 17 48

　その他 5 21 0 26 3 0 23

無形固定資産計 328 63 39 352 52 18 300

長期前払費用 5 1 1 6 1 1 4

(注)  １　無形固定資産の諸施設利用権について、当期６百万円の評価減を行っております。 

      ２　長期前払費用については、支出の効果の及ぶ期間を基礎として配賦しております。
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【引当金明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 322 125 10 311 125

賞与引当金 517 483 517 ― 483

役員賞与引当金 71 57 71 ― 57

役員退職慰労引当金 212 53 111 ― 155

 訴訟関連損失引当金 286 99 ― 286 99

(注)  １　貸倒引当金の当期減少額のうち、その他311百万円は、洗替による取崩額であります。

      ２　訴訟関連損失引当金の当期減少額286百万円は、洗替による取崩額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

 

区分
現金
(百万円)

当座預金
(百万円)

普通預金
(百万円)

通知預金
(百万円)

定期預金
(百万円)

譲渡性預金
（百万円）

計
(百万円)

円貨 0 409 55 3,310 1,800 ― 5,576

外貨 0 ― 216 ― 21 ― 237

計 0 409 271 3,310 1,821 ― 5,813

 

ロ　受取手形

Ⅰ　相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円)

浙江四海?綸繊維有限公司 1,706第一稀元素化学工業㈱ 111

紹興龍山?綸有限公司 371図書印刷㈱ 104

浙江華菜?綸有限公司 283その他 1,149

ヤマト科学㈱ 117 計 3,843

 

Ⅱ　期日別内訳

 

期日
平成20年
４月中

５月中 ６月中 ７月中 ８月中 ９月以降 計

金額
(百万円)

890 795 1,166 346 227 417 3,843

 

ハ　売掛金

Ⅰ　相手先別内訳
 

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円)

三菱重工業㈱ 6,586新日本石油精製㈱ 1,755

㈱神戸製鋼所 5,953Tsurumi (Europe) GmbH 1,152

東日本旅客鉄道㈱ 4,972その他 19,411

九州電力㈱ 2,552 計 42,385
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Ⅱ　滞留状況
 

売掛金残高(百万円) 当期売上高(百万円)
(Ｂ)

滞留日数
(Ａ)

×366(日)
(Ｂ)期首 期末 平均(Ａ)

44,083 42,385 43,234 152,949 103

(注)　当期売上高には、消費税等を含んでおります。

 

Ⅲ　回収状況
 

期首売掛金残高
(百万円)
(Ａ)

当期売上高
(百万円)
(Ｂ)

当期売掛金回収高
(百万円)
(Ｃ)

期末売掛金残高
(百万円)
 

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

44,083 152,949 154,648 42,385 78.5

(注)　当期売上高には、消費税等を含んでおります。

 

ニ　商品
 

区分 電力 一般産業 電子・情報 計

金額(百万円) 5 943 451 1,400

 

ホ　前渡金
 

区分 電力 一般産業 電子・情報 計

金額(百万円) 1,317 6,104 36 7,457

 

②　流動負債

イ　支払手形

Ⅰ　相手先別内訳
 

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円)

㈱鶴見製作所 978東洋電機㈱ 198

八洲電機㈱ 462㈱フェロー 191

日本フェンオール㈱ 393その他 4,227

日機装㈱ 262 計 6,715

 

Ⅱ　期日別内訳
 

期日
平成20年
４月中

５月中 ６月中 ７月中 ８月中 ９月以降 計

金額(百万

円)
1,815 1,710 1,642 945 232 368 6,715
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ロ　買掛金

 

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円)

三菱重工業㈱ 16,134オルガノ㈱ 730

三菱商事㈱ 1,960Dairen Chemical Corporation622

三菱レイヨン・エンジニアリン

グ㈱
1,503その他 10,417

オーテック電子㈱ 1,138 計 32,507

 

ハ　短期借入金
 

借入先 金額(百万円)

摘要

使途 返済期限 担保物件

㈱三菱東京UFJ銀行 2,600 運転資金 平成21年2月 有価証券

㈱山口銀行 1,800 〃 平成21年2月 ―

㈱福岡銀行 1,200 〃 平成20年5月 ―

㈱三井住友銀行 800 〃 平成20年4月 ―

㈱大分銀行 300 〃 平成20年4月 ―

計 6,700 ― ― ―

 

ニ　前受金
 

区分 電力 一般産業 電子・情報 計

金額(百万円) 1,315 6,469 346 8,131

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、および100株未満表示株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱UFJ信託銀行㈱証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱UFJ信託銀行㈱

　　取次所 三菱UFJ信託銀行㈱全国各支店

名義書換手数料　

    新券交付手数料

無料

 1枚につき300円
但し併合裏書欄満了の場合は無料
 

　　株券喪失登録に伴う
手数料

１．喪失登録　　　　1枚につき10,500円
２．喪失登録株券　　1枚につき525円

単元未満株式の買取り・買増し  

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱UFJ信託銀行㈱証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱UFJ信託銀行㈱

　　取次所 三菱UFJ信託銀行㈱全国各支店

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし

(注)　１　当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　　　（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

      (２）募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利

　　　（３）前条に規定する単元未満株式の買増しを請求する権利

　　　２　貸借対照表及び損益計算書に係る情報をインターネット上のウェブサイトにおいても提供しております。

(URLは　http://www.seika.com/ir/kk/index.html)
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

１
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第84期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

 
平成19年６月29日
関東財務局長に提出。

      

２ 半期報告書
事業年度
(第85期中)

自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

 
平成19年11月22日
関東財務局長に提出。

 
３　    臨時報告書　　　　　       証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令

第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書を
平成19年４月２日関東財務局長に提出。

 

４
有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第82期)

自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日

 
平成19年５月30日
関東財務局長に提出。

 

５
有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第83期)

自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日

 
平成19年５月30日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１９年６月２８日

西 華 産 業 株 式 会 社 

      　　　取 締 役 会  御  中     　　                                    

明　光　監　査　法　人  

　 指 定  社 員 公認会計士 萩  原 　篤
　　業務執行社員

　 指 定  社 員 公認会計士 田  代  充 雄
　　業務執行社員

 

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、

「経理の状況」に掲げられている西華産業株式会社の平成１８年４月１日から平成

１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ－計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示が

ないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

　　　   　　　　

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、西華産業株式会社及び連結子会社の平成１９年３

月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フロ－の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

 

    　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

─────────────────────────────────────

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は
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当社が連結財務諸表に添付する形で別途保管している。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年６月１９日

西 華 産 業 株 式 会 社 

      　　　取 締 役 会  御  中     　　                                    

明　光　監　査　法　人  

　 指 定  社 員 公認会計士 萩  原 　篤
　　業務執行社員

　 指 定  社 員 公認会計士 田  代  充 雄
　　業務執行社員

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を

行うため、「経理の状況」に掲げられている西華産業株式会社の平成１９年４月

１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロ－計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示が

ないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

　　　   　　　　

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、西華産業株式会社及び連結子会社の平成２０年３

月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フロ－の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

 

追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項

に記載されているとおり、連結子会社である日本ダイヤバルブ株式会社は、たな卸

資産の評価基準及び評価方法について最終仕入原価法による原価法から総平均法に

よる原価法に変更した。

 

    　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。　
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

 

─────────────────────────────────────

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社が連結財務諸表に添付する形で別途保管している。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１９年６月２８日　　　　　　

　　　西 華 産 業 株 式 会 社 

    　 　　　取 締 役 会  御　中

     　　                                    

 明 光監 査 法人

指 定  社 
員　  
　                                    　　 　　 業務執行社員　　　
　　　　　

 公認会計士　萩 原 　篤　　　　　　　　　　　  

指 定  社 
員　  

　                 業務執行社
員                                  　　 　　 　　　　　　　　

 
公認会計士　田 代　充 雄 　　　　　　　　
　　　

 

 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、

「 経理の状況 」 に掲げられている西華産業株式会社の平成１８年４月１日から平

成

１９年３月３１日までの第８４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、

監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、西華産業株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態

及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
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べき利害関係はない。

                                                          　   以　　　上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

────────────────────────────────────

──

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社が財務諸表に添付する形で別途保管している。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年６月１９日　　　　　　

　　　西 華 産 業 株 式 会 社 

    　 　　　取 締 役 会  御　中

     　　                                    

 明 光監 査 法人

指 定  社 
員　  
　                                    　　 　　 業務執行社員　　　
　　　　　

 公認会計士　萩 原 　篤　　　　　　　　　　　  

指 定  社 
員　  

　                 業務執行社
員                                  　　 　　 　　　　　　　　

 
公認会計士　田 代　充 雄 　　　　　　　　
　　　

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を

行うため、「 経理の状況 」 に掲げられている西華産業株式会社の平成１９年４

月１日から平成２０年３月３１日までの第８５期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、

監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、西華産業株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態

及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。
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                                                          　   以　　　上

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

────────────────────────────────────

──

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社が財務諸表に添付する形で別途保管している。
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